
 

 

別紙１ 

 

 

 

令和２年度高知県計画に関する 

事後評価 

 

 

 
令和４年１１月 

高知県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出す

るとともに、公表することに努めるものとする。 
 

 

 

 

 

 

  

  



 

 

３．事業の実施状況 

 
令和２年度高知県計画に規定した事業について、令和３年度終了時における事業の実施状況

を記載。 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.1（医療分）】 

病床機能分化促進事業（回復期転換支援

事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

現在の本県の医療体制は、高度急性期、急性期機能及び慢

性期機能の病床が過剰かつ回復期機能の病床は不足してい

る状況であり、病床数に偏在が生じている。 

アウトカム指標：地域医療構想の定める病床の必要量の達成  

【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,825床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,897床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,663床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        358床(※) 

・合計    13,777床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1病床機能報告の数値を令和 2年 4月時点で更新 

事業の内容（当初計画）  地域における機能分化を促進するため「回復期リハビリ

テーション病棟入院料の施設基準等」「地域包括ケア病棟入

院料の施設基準等」を満たす施設を開設する医療機関の施

設、設備整備及び設計費用を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

本事業を活用する医療機関等：６病院 

アウトプット指標（達成

値） 

実績なし 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医療構想の定

める病床の必要量の達成  

観察できなかった→実績なし  

（１）事業の有効性 

 本事業を 1 施設が活用したものの、平成 28 年事業計画分

を活用し実施したため実績なし。今後は診療報酬の改定や

病床機能報告等を参考に活用の可能性がある医療機関など

の分析を行い、補助事業の周知を効果的に実施していく。 

（２）事業の効率性 

 本事業を 1 施設が活用したものの、平成 28 年事業計画分



 

 

を活用し実施したため実績なし。事業実施の際には、真に必

要な整備を実施するため、地域医療調整会議において医療

機関毎に事業実施の合意を得ることとする。また、施設整備

又は設備整備に当たって、各医療機関において入札を実施

することにより、コストの低下を図っていく。 

その他 【実績なしの原因と改善の方向性】 

令和 3年度については、本事業を 1施設が活用したものの、

平成 28年事業計画分を活用し実施。また、アウトプット指

標を達成できていないが、今後は診療報酬の改定や病床機

能報告等を参考に活用の可能性がある医療機関などの分析

を行い、補助事業の周知を効果的に実施していく。 

 
  



 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.2（医療分）】 

病床機能分化促進事業（機能転換促進事

業） 

【総事業費】 

57,294千円 

事業の対象となる区域 県全域（安芸保健医療圏を除く） 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現に向け、患者の医療需要に応じた医

療提供体制を構築するためには、一定の病床のダウンサイ

ジングが必要である。 

アウトカム指標：地域医療構想の定める病床の必要量の達成  

【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,825床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,897床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,663床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        358床(※) 

・合計    13,777床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1病床機能報告の数値を令和 2年 4月時点で更新 

事業の内容（当初計画） 医療機関が病床の削減又は転換をする場合の費用に対し

ての支援を実施し、病床のダウンサイジングや転換を進め

ることで、患者の医療需要に沿った地域医療提供体制を構

築する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

本事業を活用する医療機関等：３病院 

アウトプット指標（達成

値） 

本事業を活用する医療機関等：２病院  

（１病院は、事業繰越により、完了は令和３年度となる。）  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医療構想に定

める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の達成 

 【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,679床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,936床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,275床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        283床(※) 

・合計    13,207床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1 病床機能報告の数値を令和 3 年 11 月時点で更

新 

（１）事業の有効性 

 アウトプット指標については、目標値には届かなかった

ものの、令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の達成

に向け、一定の病床削減の促進を行うことができた。 



 

 

（２）事業の効率性 

 事業においては、県が行う契約手続の取扱いに準拠した

入札方法等をとることで、事業の適性化に努めた。 

その他  

（令和２年度：12,478千円（基金充当額のうち繰越分を除く）） 

（令和３年度：44,816千円（基金充当額のうち繰越分）） 

【事業繰越の理由】 

地域医療構想調整会議での協議等に時間を要したことによ

り、事業の実施が年度をまたぐ工事となったため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.3（医療分）】 

地域医療介護連携ネットワークシステム

導入促進事業 

【総事業費】 

44,726千円 

事業の対象となる区域 幡多区域 

事業の実施主体 一般社団法人幡多医師会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和５年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

※令和４年度への事業繰越 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現を目指すうえで、質の高い医療提供

体制及び地域包括ケアシステムの構築を図るためには、医

療機関や薬局、介護系事業所等が地域全体で患者情報を共

有する必要がある。 

アウトカム指標：幡多圏域の ICTシステムへの登録患者数 

（令和元年度末：5,931人→令和２年度末：11,157人） 

事業の内容（当初計画）  医療機関・薬局・介護系事業所等の医療・介護情報を ICT

を活用して共有できるシステムへの参加施設を増加させる

ため、補助による支援を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

システムへの加入施設数：37施設 

アウトプット指標（達成

値） 

【R2実績】 

事業繰越により、完了は令和３年度となる。 

【R3実績】 

システムへの加入施設：87施設（R4.3） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【R2実績】幡多圏域の ICTシステムへの登録患者数 

 一部観察できた→10,232人（R3.3時点） 

基金の内示が想定より遅く、事業着手に遅れが生じたため。 

【R3実績】 

幡多圏域の ICTシステムへの登録患者数 

 一部観察できた→12,389人（R4.3） 

（１）事業の有効性 

【R2年度】事業繰越により、完了は令和３年度となる。 

【R3 年度】システムの仕様等を検討するための協議を実施

することで、より有用なシステムの構築及びシステムの有

効的な活用につなげることができた。 

 

（２）事業の効率性 

【R2年度】事業繰越により、完了は令和３年度となる。 

【R3 年度】実際にシステムのユーザー同士で協議を実施す

ることで、より有用なシステムの構築及びシステムの有効

的な活用につなげることができた。 



 

 

その他 【事業繰越の要因】新型コロナウイルスの影響による事業計画の

変更などに時間を要し、事業を年度内に完了できなかったため。 

（令和２年度：0千円（基金充当額のうち繰越分を除く）） 

（令和３年度：44,726千円（基金充当額のうち繰越分）） 

（令和４年度：23,310千円（基金充当額のうち繰越分）） 

  



 

 

 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.4（医療分）】 

病床転換促進セミナー事業 

【総事業費】 

132千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

現在の本県の医療体制は、高度急性期、急性期機能及び慢

性期機能の病床が過剰かつ回復期機能の病床は不足してい

る状況であり、地域医療構想の達成に向けての適正な病床

転換の促進を行う必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想に定める令和７年度の医療

機能ごとの必要病床数の達成 

【R2目標】 

  【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,825床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,897床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,663床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        358床(※) 

・合計    13,777床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1病床機能報告の数値を令和 2年 4月時点で更新 

 

【R3目標】 

 【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,031床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,542床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   2,011床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,275床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        325床(※) 

・合計    13,184床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R2病床機能報告の数値を令和 4年 1月時点で更新 

 

 

 

 

 【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,031床(※) →   983床(R4末) 

・急性期   4,542床(※) →  4,122床(R4末) 

・回復期   2,011床(※) →  2,330床(R4末) 

・慢性期   5,275床(※) →  5,023床(R4末) 



 

 

・休床等        325床(※) →   243床(R4末) 

・合計    13,184床(※) → 12,701床(R4末) 

(※)R2病床機能報告の数値を令和 4年 1月時点で更新 

事業の内容（当初計画）  県内の医療機関及び市町村等を対象として、地域医療構

想の達成に向けた病床転換の促進を図るため、県の現状や

病床転換の事例等を紹介するセミナーを開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・セミナー開催回数：２回 

・参加人数：200人 

アウトプット指標（達成

値） 

【R2実績】 

・セミナー開催回数：１回 

・参加人数：124人 

【R3実績】新型コロナウイルス感染の状況もあり、 

セミナーを実施できなかった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【R2 実績】地域医療構想に定める令和７年度の医療機能ご

との病床の必要量の達成 

 【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,679床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,936床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期  5,275床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        283床(※) 

・合計    13,207床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1 病床機能報告の数値を令和 3 年 11 月時点で更

新 

 

【R3実績】観察できなかった → 実績なし 

（１）事業の有効性 

【R2 年度】新型コロナウイルス感染症の影響もあり、当初

予定してた開催回数を変更（２回→１回）したほか、対面形

式から web形式に開催方法を変更した。 

 開催回数自体は減少したものの、多くの参加者から好評

の声を頂き、有効に事業を実施できたと考えている。 

【R3年度】実績なし 

 

（２）事業の効率性 

【R2 年度】対面形式から web 形式に変更したことにより、

会場借上料等のコストが無くなり、結果的に効率よく事業

が実施できたと考えている。 

【R3年度】実績なし 

 

その他  

  



 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.5（医療分）】 

看護師等再就職支援事業 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床が多い本県では、地域医療構想の実現に向けて、回復

期や介護医療院等への病床転換やダウンサイジングを進め

ているところであるが、その際に余剰となる看護師等の発

生が新たな課題となり、地域医療構想の円滑な推進に影響

を及ぼすことが想定されるため、対象となる看護師等のス

ムーズな転職を支援する体制作りが急務である。 

アウトカム指標：削減対象となる看護師等の転職が課題と

なり、医療機関が病床転換やダウンサイジングを躊躇する

事案の件数：０件 

事業の内容（当初計画） 病床の削減及び転換する際の看護師転職の支援に必要な

下記の費用に対して補助を行う。 

・他施設での実地研修を受けさせた際の人件費見合いの補

填 

・実地研修を受け入れた施設への謝金 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

本事業を活用して転職した看護師数：21名程度 

アウトプット指標（達成

値） 

実績なし 

事業の有効性・効率性 事業開始から一度も実績が無いため、令和３年度は廃止す

る。 

（１）事業の有効性 

 実績なし 

（２）事業の効率性 

 実績なし 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.6（医療分）】 

地域医療提供体制検討事業 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 郡市医師会、県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現に向け、患者の医療需要に応じた医

療提供体制を確保するために、医療機能の分化や関係機関

との連携を推進する必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想に定める令和７年度の医療

機能ごとの病床の必要量の達成  

   【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,825床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,897床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,663床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        358床(※) 

・合計    13,777床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1病床機能報告の数値を令和 2年 4月時点で更新 

事業の内容（当初計画）  地域で複数の医療機関による、地域の現状や課題、今後の

医療機関の連携の在り方、さらに地域医療連携推進法人の

設立に向けた検討に係る経費への支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

本事業を活用する郡市医師会又は医療機関：１施設 

アウトプット指標（達成

値） 

本事業を活用する郡市医師会又は医療機関：0施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医療構想に定

める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の達成 

 【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,679床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,936床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,275床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        283床(※) 

・合計    13,207床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1病床機能報告の数値を令和 3年 11月時点で更新 

（１）事業の有効性 

 実績なし（各郡市医師会及び医療機関からの要望がなか

ったため） 

 ※R2 末で廃止 

（２）事業の効率性 



 

 

実績なし（各郡市医師会及び医療機関からの要望がなか

ったため） 

 ※R2 末で廃止 

  

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.7（医療分）】 

病床機能分化・連携推進等体制整備事業 

【総事業費】 

27,728千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県立大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想において不足が見込まれる回復期病床を整

備していくために、地域の人材及び資源を把握・活用し、入

院から退院まで、患者が円滑に移行できる体制を整える必

要がある。 

アウトカム指標： 

地域医療構想上不足が見込まれる、回復期機能の病床の増

加 

【Ｒ２年度】 

・現状値【1,897 床(※)】（R1） 

・目標値【2,374 床】（R2） 

(※)R1 病床機能報告の数値を令和 2 年 4 月時点で更新 

【Ｒ３年度】 

・現状値【1,935 床】（R3.3） 

・目標値【2,275 床】（R3 年度末） 

事業の内容（当初計画） 本事業では、病床の転換を促進するため、急性期病院に

おいて、急性期・回復期・在宅へと継続した入退院支援体

制を構築するためのフローシートの作成及びそれに基づき

入退院支援を展開する人材の育成を実施する。 

また、県内で最も多くの医療機関及び人口が集中してい

る地域において、回復期病院における入退院支援体制構築

のための指針を用いた病院への支援事業を実施するととも

に、県下全域を対象に入退院支援に関わる人材の育成や多

職種協働のための研修を実施し、地域・病院連携型の退院

支援体制の構築をすすめる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・本事業を活用する病院数：２病院 

・本事業に参加する市町村数：２市町村 

・多職種協働研修への参加者数：延べ 500名 

・コーディネート能力習得研修への参加者数：延べ 100名 

アウトプット指標（達成

値） 

・本事業を活用する病院数：【Ｒ２】２病院、【Ｒ３】２病院 

・本事業に参加する市町村数： 

【Ｒ２】２市町村、【Ｒ３】２市町村 

・多職種協働研修への参加数： 

【Ｒ２】延べ 250名、【Ｒ３】延べ 333名 

・コーディネート能力修得研修への参加者数： 

【Ｒ２】延べ 146名、【Ｒ３】延べ 102名 

 新型コロナウイルスの影響で、多職種協働研修への参加



 

 

者数が想定より少なかった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医療構想上不

足が見込まれる、回復期機能の病床の増加 

【Ｒ２】 1,861 床（R1）   → 1,935 床（R3.3 時点） 

【Ｒ３】 1,935床（R3.3） → 2,011床（R3年度末） 

【アウトカム指標未達成の原因等に対する見解と改善の方

向性】 

急性期内に一定数の回復期を担う病床がある（病床機能

報告と診療報酬上で届出された機能に乖離がある）ことか

ら、単に数値に囚われることなく、「診療報酬の改定」や「働

き方改革」なども考慮しながら取組を進める必要がある。 

引き続き、回復期への病床転換等を促進することを目的

に取組を実施するとともに、次期診療報酬改定の検討状況

を踏まえながら、急性期機能を有する医療機関への働き方

改革への対応や、コロナで課題となった救急医療のあり方

の検討の中で急性期を担う医療機関について整理する。 

（１）事業の有効性 

【Ｒ２、Ｒ３】 

 急性期から回復期・在宅へと継続した入退院支援体制構

築に向けた取組の実施や、回復期病院における退院支援指

針を用いた支援の実施により、入退院支援システムの普及・

啓発を行うことで、入退院調整支援を実施する人材の育成

につながり、このことが今後の回復期機能の病床増加の一

助となると考える。 

（２）事業の効率性 

【Ｒ２、Ｒ３】 

入退院支援を実施する人材の育成に向けた研修を実施す

ることにより、多くの医療関係者に事業に参加してもらう

ことができ、回復期への病床転換を検討している医療機関

への指針の普及が効率的に実施できた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.8（医療分）】 

中山間地域等病床機能分化・連携体制整

備事業 

【総事業費】 

51,781千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、高知県立大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県のサービス・人的資源ともに乏しい中山間地域で、回

復期の病床機能への分化を進めるためには、困難な退院調

整をおこなう職員や病院等と連携できるコーディネーター

の育成が必要。 

アウトカム指標： 

地域医療構想上不足が見込まれる、回復期機能の病床の増加 

【Ｒ２年度】 

・現状値【1,897 床(※)】（R1） 

・目標値【2,374 床】（R2） 

(※)R1 病床機能報告の数値を令和 2 年 4 月時点で更新 

【Ｒ３年度】 

・現状値【1,935 床】（R3.3） 

・目標値【2,275 床】（R3 年度末）  

事業の内容（当初計画）  地域医療構想の実現に向けて、不足が見込まれる回復期

への病床機能分化を推進するため、専門的な研修の実施に

より、地域における医療機関間の連携や医療介護連携をコ

ーディネートできるコーディネーターを育成し、地域にお

ける療養者の受け皿を増やすとともに、病院における退院

調整支援に携わる人材の育成を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・中山間地域でコーディネーターとなる者の数： 

【Ｒ２】10名、【Ｒ３】10名 

アウトプット指標（達成

値） 

・中山間地域でコーディネーターとなる者の数： 

【Ｒ２】４名、【Ｒ３】４名 

  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：回復期機能の病床

の増加 

【Ｒ２】 1,861 床（R1）   → 1,935 床（R3.3 時点） 

【Ｒ３】 1,935床（R3.3） → 2,011床（R3年度末） 

【アウトカム指標未達成の原因等に対する見解と改善の方

向性】 

急性期内に一定数の回復期を担う病床がある（病床機能

報告と診療報酬上で届出された機能に乖離がある）ことか

ら、単に数値に囚われることなく、「診療報酬の改定」や「働

き方改革」なども考慮しながら取組を進める必要がある。 

引き続き、回復期への病床転換等を促進することを目的に



 

 

取組を実施するとともに、次期診療報酬改定の検討状況を

踏まえながら、急性期機能を有する医療機関への働き方改

革への対応や、コロナで課題となった救急医療のあり方の

検討の中で急性期を担う医療機関について整理する。 

（１）事業の有効性 

【Ｒ２】 

修了者が 15 名輩出され、内２名は新卒者、4 名が中山間地

域でコーディネーターとなる者であった。適切な研修を行

うことで、看護師１年目からでも訪問看護師としての地域

医療に貢献できる人材を育成できた。 

 なお、コロナによる看護学生への病院の実習不足等から、

新卒・新任の雇用が減少し、目標の 10 名に到達しなかった

ことが考えられる。コロナの状況を踏まえつつ、実習不足を

補い、新卒・新任の雇用が促進される取組を検討していく。 

【Ｒ３】 

 修了者が 17名輩出され、内４名が中山間地域でコーディ

ネーターとなる者であった。適切な研修を行うことで、訪問

看護師としての地域医療に貢献できる人材を育成できた。 

なお、コロナによる看護学生への病院の実習不足等から、新

卒・新任の雇用が減少し、目標の 10 名に到達しなかったこ

とが考えられる。コロナの状況を踏まえつつ、実習不足を補

い、新卒・新任の雇用が促進される取組を検討していく。 

（２）事業の効率性 

【Ｒ２、Ｒ３】 

 研修を高知県立大学にて寄付講座の形式で実施すること

で、一元化された研修を実施できた。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.9】 

地域医療構想アドバイザー活動等事業 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和５年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現に向け、病床の転換及びダウンサイ

ジングを促進するため、地域医療構想調整会議等での協議

をより活性化する必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想に定める令和７年度の医療

機能ごとの病床の必要量の達成  

 【R2目標】 

  【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,825床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,897床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,663床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        358床(※) 

・合計    13,777床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1病床機能報告の数値を令和 2年 4月時点で更新 

 

【R3目標】 

 【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,031床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,542床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   2,011床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,275床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        325床(※) 

・合計    13,184床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R2病床機能報告の数値を令和 4年 1月時点で更新 

 

 

 

【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,031床(※) →   983床(R4末) 

・急性期   4,542床(※) →  4,122床(R4末) 

・回復期   2,011床(※) →  2,330床(R4末) 

・慢性期   5,275床(※) →  5,023床(R4末) 

・休床等        325床(※) →   243床(R4末) 

・合計    13,184床(※) → 12,701床(R4末) 

(※)R2病床機能報告の数値を令和 4年 1月時点で更新 



 

 

事業の内容（当初計画） 地域医療構想アドバイザーが、地域医療構想アドバイザ

ー会議や地域医療構想調整会議等へ参加する場合の費用を

補助する。 

（H30.6.22 厚生労働省通知により、基金事業の対象となっ

たもの） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域医療構想アドバイザーの地域医療構想アドバイザー

会議や地域医療構想調整会議等への参加 

 年間：６回 

アウトプット指標（達成

値） 

【R2 実績】地域医療構想アドバイザーの地域医療構想アド

バイザー会議や地域医療構想調整会議等への参加 

 年間：４回 

 ※ 地域医療構想アドバイザー会議・地域医療構想調整

会議の web 開催などにより、旅費等が不要となったた

め、事業費としては計上無し。 

 

【R3 実績】地域医療構想アドバイザーの地域医療構想アド

バイザー会議や地域医療構想調整会議等への参加 

 年間：５回 

 ※ 地域医療構想アドバイザー会議・地域医療構想調整

会議の web 開催などにより、旅費等が不要となったため、

事業費としては計上無し。 

 

事業の有効性・効率性 【R2 実績】事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医

療構想に定める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量

の達成 

 【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,034床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,679床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   1,936床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,275床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        283床(※) 

・合計    13,207床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R1 病床機能報告の数値を令和 3 年 11 月時点で更

新 

 

【R3 実績】事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医

療構想に定める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量

の達成 

 【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,031床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,542床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   2,011床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,257床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        325床(※) 



 

 

・合計    13,166床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R3年度末時点（R2病床機能報告の数値を令和 4年 3月

末時点で更新） 

（１）事業の有効性 

【R2 年度】新型コロナウイルスの影響により目標の回数を

下回ったが、地域医療構想アドバイザー会議・地域医療構想

調整会議へ同アドバイザーが参加していただき、県との連

携のもと、地域医療構想の推進が図られた。 

【R3 年度】新型コロナウイルスの影響により目標の回数を

下回ったが、地域医療構想アドバイザー会議・地域医療構想

調整会議へ同アドバイザーが参加していただき、県との連

携のもと、地域医療構想の推進が図られた。 

 

（２）事業の効率性 

【R2 年度】 地域医療構想アドバイザー会議・地域医療構

想調整会議の web 開催などにより、旅費等が不要となった

ため、結果的に効率よく事業が実施できたと考えている。 

【R3 年度】 地域医療構想アドバイザー会議・地域医療構

想調整会議の web 開催などにより、旅費等が不要となった

ため、結果的に効率よく事業が実施できたと考えている。 

 

その他  

  



 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【NO.10】 

地域医療提供体制整備事業 

【総事業費】 

41,325千円 

事業の対象となる区域 県全域  

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現に向け、医療機関の機能分化・連携を支

援し、医療需要の低い入院患者を地域に移行することが必

要である。 

アウトカム指標：地域医療構想の定める病床の必要量の達成  

【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,031床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,542床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   2,011床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,275床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        325床(※) 

・合計    13,184床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R2病床機能報告の数値を令和 4年 1月時点で更新 

 

事業の内容（当初計画）  医療機関の機能分化・連携を推進するため、医療機関の

医療供給体制の強化に向けた設備整備を行う 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・本事業を活用する医療機関数：67医療機関 

 

アウトプット指標（達成

値） 

・本事業を活用する医療機関数：24医療機関  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医療構想に定

める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の達成 

【現状値】     【目標値】 

・高度急性期 1,031床(※) →   840床(R7) 

・急性期   4,542床(※) →  2,860床(R7) 

・回復期   2,011床(※) →  3,286床(R7) 

・慢性期   5,257床(※) →  4,266床(R7) 

・休床等        325床(※) 

・合計    13,166床(※) → 11,252床以上(R7) 

(※)R3年度末時点（R2病床機能報告の数値を令和 4年 3月

末時点で更新） 

（１）事業の有効性 

 当初、補助金の要望調査では 67 件の要望があったが、実

際の申請件数は 24 件であり、アウトプット指標が目標を達

成しなかった。 



 

 

補助金の活用にあたり、月２件以上の訪問診療件数の増

加という要件を設けているが、新型コロナウイルス感染症

の影響により、要件の達成を困難と捉える医療機関が申請

を控えたためと考えられる。 

今後は、県・郡市医師会に補助金の活用を周知する等、医

療機関へ補助金の活用を進める。 

【アウトカム指標未達成の原因と改善の方向性】 

本事業は、在宅医療に必要な設備整備によって在宅医療

を推進し、医療ニーズの低い入院患者を地域に移行するこ

とで、特に慢性期病床の減少を目標としているが、現時点で

は目標値に達していない。 

要因として新型コロナウイルス感染症の影響による医療

機関の業務逼迫や、患者側の在宅療養への不安等により、在

宅医療の拡大が阻まれたことが考えられる。 

このため、施設整備と併せて、退院支援及び訪問看護提供

体制の強化にも取り組み、目標の達成を目指す。 

 

（２）事業の効率性 

 補助金の要件を設けたことで、在宅医療に意欲のある医

療機関からの申請が上がる等、効率的に補助金を活用する

ことにつながった。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.11（医療分）】 

訪問看護師研修事業 

【総事業費】 

2,534千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、高知県看護協会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においては、小規模の訪問看護ステーションが多く、

管理者としての経験が十分でないまま経営を行っていると

ころもあり、患者の確保や医療機関との連携がとれていな

い等、訪問看護サービスの提供が安定しない状況にある。 

アウトカム指標：  

【R2目標】 

〇訪問看護師数の増加 

・現状値【334名】（H30年末） 

・目標値【392名】（R2年末） 

〇休止中の訪問看護ステーション数の増加防止 

・現状値【４か所】（R2.2月時点） 

・目標値【５か所以下】（R2年末） 

【R3目標】 

〇訪問看護師数の増加 

・現状値【334名】（H30年末） 

・目標値【369名】（R３年末）、【392名】（R５年末） 

〇休止中の訪問看護ステーション数の増加防止 

・現状値【０か所】（R3.2月時点） 

・目標値【０か所】（R3年末） 

事業の内容（当初計画） 在宅移行を支援する看護師及び訪問看護管理者を対象に

研修を行い、訪問看護師の確保及び質の向上、訪問看護ステ

ーションの機能強化を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・訪問看護管理者研修の受講ステーション数：30 ステーシ

ョン 

・新設訪問看護ステーションの参加率：80％ 

アウトプット指標（達成

値） 

【R2実績】 

・訪問看護管理者研修の受講ステーション数：74 訪問看護

ステーションのうち 22ステーションの看護者の参加が図ら

れた。 

・新設訪問看護ステーションの参加率：０％ 

【R3実績】 

・訪問看護管理者研修の受講ステーション数 

第１回目 23事業所/79事業所 参加 

第２回目 27事業所/80事業所 参加 

第３回目 28事業所/80事業所 参加 

・新設訪問看護ステーションの参加率：10％ 



 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【R2実績】 

〇訪問看護師数の増加 

 観察できた → 364人（R2） 

〇休止中の訪問看護ステーション数の増加防止 

 観察できた → ０か所（R3.2月現在） 

【R3実績】 

〇訪問看護師数の増加 

 観察できた → 364人（R2） 

〇休止中の訪問看護ステーション数の増加防止 

 観察できた → １か所（R４.２月現在） 

（１）事業の有効性 

【R2 年度】在宅移行を支援する看護師が在宅療養を支援す

る訪問看護師の役割や活動を理解できることで在宅移行が

スムーズに実施できるようになる。また、訪問看護ステーシ

ョン管理者が研修を受けられたことで管理の課題等を整理

できたことは有効であった。 

【R3 年度】在宅移行を支援する看護師が在宅療養を支援す

る訪問看護師の役割や活動を理解できることで在宅移行が

スムーズに実施できるようになる。また、訪問看護ステーシ

ョン管理者が研修を受けられたことで管理の課題等を整理

できたことは有効であった。 

 

（２）事業の効率性 

【R2 年度】医療機関と訪問看護ステーションの互いの看護

師が、現状・課題を共有し専門性の理解を深めることは、地

域包括ケアの在宅医療推進のために効率的な事業実施であ

った。また、訪問看護ステーション管理者が研修を受講する

ことで県内で経営管理等について効果的に学習できたと考

える。 

【R3 年度】医療機関と訪問看護ステーションの互いの看護

師が、現状・課題を共有し専門性の理解を深めることは、地

域包括ケアの在宅医療推進のために効率的な事業実施であ

った。また、訪問看護ステーション管理者が研修を受講する

ことで県内で経営管理等について効果的に学習できたと考

える。  

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.12（医療分）】 

訪問看護推進事業 

【総事業費】 

110千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の医療及び介護サービス資源、人材等は県中央部に

集中し、地域偏在が発生している状況であり、また中央部以

外ではサービスが十分整備されていない地域も存在し、訪

問看護師の確保や患者の確保が困難であり、採算が合わず

訪問が出来ない状況にもある。よって、県内全体の訪問看護

サービスの状況について、調査・分析を行い、今後の対策に

つなげていく必要がある。 

アウトカム指標： 

○訪問看護師数の増加 

・現状値【334名】（H30年末） 

 ・目標値【392名】（R2年末） 

○訪問看護ステーション数の増加 

・現状値【72事業所】（R1年） 

 ・目標値【74事業所】（R2年） 

事業の内容（当初計画） ・訪問看護推進協議会を設置し、訪問看護に関する課題及

び対策、訪問看護に関する研修等の計画及び実施につい

て検討する。 

・訪問看護師のフィジカルアセスメント能力の向上を図る

ための研修を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・訪問看護推進協議会による会議開催回数：２回以上 

・アンケート回収施設数：50施設以上 

・フィジカルアセスメント能力向上のための研修会：年２

回開催 

アウトプット指標（達成

値） 

・協議会を年１回開催 

※新型コロナウイルス感染症感染拡大の関係によりアンケ

ート内容の検討及びフィジカルアセスメント研修の実施が

できなかった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

○訪問看護師数の増加 

観察できなかった→ H30.12月末現在が最新データのため 

○訪問看護ステーション数の増加 

 72事業所（R1) → 74事業所（R2） 

（１）事業の有効性 

 訪問看護師の研修体制の検討及び研修ラダーの作成を行

った。訪問看護師育成事業について次年度に向けた検討を

行った。訪問看護師の質向上に向け必要な研修が受けられ

るような体制づくりを推進することができた。 



 

 

（２）事業の効率性 

 訪問看護師の研修体系の整理を行うことで、課題の抽出

や訪問看護全体の研修について見直しを行うことができ

た。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.13（医療分）】 

中山間地域等訪問看護体制強化・育成事

業 

【総事業費】 

28,138千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県訪問看護連絡協議会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においては、医療及び介護サービス資源、人材が県中

央部に偏在しており、在宅患者が村落に散在する中山間地

域等では、訪問看護ステーション数が不足し、在宅療養推進

の大きな障害となっていた。また、県中央部においても訪問

看護ステーション数や訪問看護師の確保に限りがあること

に加え、人的余裕の少ない小規模な看護ステーションが多

数を占めるため、中山間地域への訪問看護は十分に実施で

きていなかった。しかしながら、在宅医療を進めるにあたっ

ては、訪問看護サービスの充実は必要不可欠であることか

ら、平成 26年度から中山間地域等を対象とした訪問看護を

実施する訪問看護ステーションに対し、運営費の補助を行

ってきたところであり、訪問実績も 3,979回（H25)→8,027

回（H31)と増加するなど、高知県の中山間地域における在宅

医療の進展に寄与している。 

今後、地域包括ケアの更なる推進を目指すためには、市町

村や医療機関との連携をより密にし、地域における患者の

状況について調査・分析をおこない、新たなニーズの把握に

努めるとともに対応できる訪問看護サービス体制の整備・

充実を進める必要がある。 

アウトカム指標： 訪問看護ステーション数の一定数維持 

〇実動訪問看護ステーション数 

・現状値【68か所】（R1） 

・目標値【66か所】（R2） 

事業の内容（当初計画） 本事業は、中山間地域等に居住する患者への訪問を行う

訪問看護ステーションに対して、運営費を補助するもので

ある。 

これにより、中山間地域での在宅医療の維持・進展を図ると

ともに地域包括ケアシステムの確立を押し進め、命題であ

る住み慣れた地域で在宅療養ができる環境の整備を推進す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・中山間地域等への訪問看護の件数：1,000件 

・中山間地域等への訪問看護の延回数：9,000回 

アウトプット指標（達成

値） 

・中山間地域等への訪問看護の件数：1,340件 

・中山間地域等への訪問看護の延回数：8,340回  



 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・実動訪問看護ステーション数 

観察できた → 74か所（R3.2月現在） 

 

（１）事業の有効性 

 訪問実績は、事業が開始される以前の H25 に比べ、大幅

に増加し、中山間地域における訪問看護ニーズへの対応に

貢献している。また、訪問看護ステーションが６カ所新設さ

れ、訪問看護未設置の市町村数が 16町村（R1年度）⇒15町

村（R2 年度）となり、在宅医療への供給を図ることができ

た。 

（２）事業の効率性 

 訪問看護連絡協議会にて申請・支払作業を一本化するこ

とで、タイムレスな事業を実施できていると考える。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業  

事業名 【NO.14（医療分）】 

医療従事者レベルアップ事業 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療を推進するためには、患者が安心して在宅医療

に移行できるよう、退院後の生活を見据えた適切な退院支

援の実施や、急変時対応が可能な環境の整備が必要である。 

アウトカム指標：一般病床における平均在院日数の短縮 

 ・現状値【21.0日】（R1 医療施設動態調査・病院報告） 

 ・目標値【20.4日】（R2） 

事業の内容（当初計画） 県内の在宅医療提供体制の実情を鑑み、医療関係者におけ

る在宅医療への理解を促進するために必要な研修内容・テ

ーマを設定し、これに沿った研修を医療従事者団体や病院

等が実施する際に、専門知識をもつ講師の派遣を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修実施機関（団体）数：５機関 

アウトプット指標（達成

値） 

研修実施機関（団体）数：０機関  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

○一般病床における平均在院日数の短縮 

 観察できなかった → 実績なし 

（事業の案内募集は行っていたが、新型コロナウイルスの

影響で研修の開催を見送る医療機関が多く、申込みがな

かったため。） 

（１）事業の有効性 

 実績なし 

（２）事業の効率性 

 実績なし 

その他  

  



 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.15（医療分）】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費】 

19,988千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県歯科医師会、高知学園短期大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な歯科

医療サービスが提供できるよう在宅歯科医療にかかる提供

体制の強化が必要である。 

アウトカム指標： 訪問歯科診療を実施している歯科診療所

の増加 

〇訪問歯科診療を実施している歯科診療所割合 

・現状値【32.4%】（R1） 

・目標値【40.0%以上】（R2） 

（医療施設（静態・動態）調査） 

事業の内容（当初計画） 病気やけがで通院が困難な方が、在宅等で適切な歯科治

療等を受けられるようにするため、「在宅歯科連携室」を

相談窓口として、訪問歯科診療を行う歯科医の紹介や、訪

問歯科医療機器の貸し出し管理、多職種連携会議の開催等

を行う。 

また、在宅歯科医療に必要な専門知識及び手技を身につけ

るための実技研修及び多職種連携促進のための研修を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・在宅歯科連携室の利用患者数を年間 100名以上維持 

・在宅歯科医療従事者研修を年間４回以上開催 

アウトプット指標（達成

値） 

・在宅歯科連携室の利用患者数は年間 210名 

（R２.４～R３.３） 

・在宅歯科医療従事者研修を年間５回実施  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

R２：133/369診療所（訪問歯科診療実施割合 36.0%） 

R１：122/377診療所（訪問歯科診療実施割合 32.4%） 

H30：120/379診療所（訪問歯科診療実施割合 31.7%） 

H29：117/366診療所（訪問歯科診療実施割合 31.2%） 

在宅歯科診療を実施している歯科医療機関数は目標値達成

に向けて着実に増加傾向であるものの、歯科医師の高齢化

のため、閉院する歯科医院もあり、指標の達成には至ってい

ない。 

（１）事業の有効性 

 在宅歯科連携室による相談対応や多職種連携が進み、訪

問歯科衛生指導や居宅療養管理指導等の在宅歯科医療サー

ビスの利用しやすさが向上し、在宅歯科医療の実施件数は

増加している。 



 

 

 

（２）事業の効率性 

 中央・幡多に加え、令和１年５月に東部在宅歯科連携室を

開設したことで、県内全域の在宅歯科医療ニーズにより効

率的に応えられる体制が整い、現在、在宅歯科連携室を核と

した在宅訪問歯科診療が行われている。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.16（医療分）】 

心不全患者在宅支援体制構築事業 

【総事業費】 

2,794千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、国立大学法人高知大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化率がピークを迎える 2025 年、心不全入院患者は

2015 年の約 1.3 倍に増加すると推計されており、かかりつ

け医、訪問看護師、介護職及び急性期病院が連携した安定期

（在宅）における再発・再入院予防と急性期病院の後方支援

体制の構築が必要である。併せて、患者・家族をはじめ県民

の病態への理解促進や終末期の医療・ケアに関する意思決

定支援も必要となっている。 

アウトカム指標：虚血性心疾患受療率（入院）【患者調査】 

 ・現状値【24人】（H29年） 

 ・目標値【現状値以下】（R5年） 

事業の内容（当初計画）  高知大学医学部附属病院ほか９つの急性期病院で構成さ

れる「心不全連携の会」が中核となり、かかりつけ医や在宅

専門職との勉強会を開催するとともにかかりつけ医等と患

者の情報を共有するための情報提供ツールを作成する。併

せて、心不全連携の会各病院に心不全の相談窓口となる「心

不全センター」を設置することにより、在宅での心不全患者

の療養支援、再発・再入院予防のための連携体制を構築す

る。また、不全に関する公開講座等を開催し、住民啓発を実

施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・心不全センター設置数： 

0病院（R元年度）⇒3病院（R2年度） 

・かかりつけ医等との勉強会： 

0回（R元年度）⇒9回（R2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

・心不全センター設置数：0病院（令和２年度内の設置には

至らなかったが、９つの基幹病院全てで次年度の設置に向

けた協議を実施。） 

・かかりつけ医等との勉強会：６回 

【代替指標】 

・かかりつけ医等と患者の情報を共有するための情報提供

ツールの作成：高知県版心不全手帳及び心不全申し送りシ

ートを作成 

・県民向け啓発の実施：心不全に関する新聞広告を掲載 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

虚血性心疾患受療率については、３年に１回の全国調査で

あるため、集計できていない。 

 



 

 

【代替指標】 

・心不全患者の再入院率： 

 半年間で 29.3％（H30）⇒１年間で 29.5％（R2） 

（１）事業の有効性 

 かかりつけ医等を含めた勉強会においては、心不全治療

の最新の知見や高知県における取組について情報共有し、

心不全患者支援のための連携体制構築のきっかけとなっ

た。また、心不全連携の会を中心に、他県先行事例も参考に

しながら、専門医・かかりつけ医・地域の専門職等が患者情

報を共有できる情報提供ツールを作成し、連携体制構築の

具体的手段を整備することができた。 

相談窓口となる「心不全センター」については、各医療機関

において新型コロナウイルス感染症対策が最優先であった

ため、今年度の設置は困難となったが、次年度の設置に向け

具体的な協議を実施しており、相談窓口の設置に向けた準

備は進んでいる。引き続き体制づくりが必要である。 

（２）事業の効率性 

 本事業については、心不全連携の会の事務局となる高知

大学に業務委託した。高知大学を中心とし、心不全連携の会

の構成病院で役割分担をしながら情報提供ツールの作成や

勉強会の開催等実施できた。 

今年度実施が困難であった相談窓口の設置については、

各医療機関と設置時期の協議や進捗管理を確実に行いなが

ら実行していく必要がある。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.17（医療分）】 

在宅服薬支援事業  

【総事業費】 

2,162千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 高知県・高知県薬剤師会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想を進める上で、地域で必要な医療・介護提供

体制を確保する高知版地域包括ケアシステムの構築、特に、

住み慣れた地域で在宅療養ができる環境整備は重要であ

る。 

本事業の実施により、在宅患者の QOL の向上が図られる

とともに、ICTの活用や多職種連携により、地域に点在する

薬局や小規模薬局の在宅サービスへの参入が可能となり、

在宅サービスを提供できる地域の拡大につながる。 

アウトカム指標： 

◇目標：どこに住んでいても必要なときに訪問薬剤管理を

受けることができる 

◇成果指標：高知版地域包括ケアシステム構築予定の 14地

域：令和３年度に全てＡ評価      

指標：在宅訪問実績を元に地域ごとに下記のとおり A～C で評

価し点数化したもの 

  A:ほぼすべての高齢者が必要なときに訪問薬剤管理が受け

られる（10点） 

  B:一部を除き高齢者が必要なときに訪問薬剤管理が受けら

れる（５点） 

  C:一部の高齢者しか訪問薬剤管理が受けられない（３点） 

事業の内容（当初計画） ・在宅患者の服薬支援の強化と在宅サービス可能地域の拡

大 

・病院及び薬局薬剤師の連携強化 

・多職種や地域住民への薬剤師職能と薬局機能の周知 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・在宅訪問実施薬局数 現状値：139 件→目標値：172 件 

・ICT（高知家＠ライン）を活用した在宅患者の服薬支援  

  現状値：２件→目標値：７件 

アウトプット指標（達成

値） 

・在宅訪問実施薬局数；１８６件（R1.8時点） 

           １８８件（R3.2時点） 

・ICT（高知家＠ライン）を活用した在宅患者の服薬支援 

 ７件（R2 年度） 

・高知家＠ライン参加薬局数；４０薬局（R3.3時点） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：高知版地域包括ケ

アシステム構築「あるべき姿」の訪問薬剤管理評価 

R1.8時点；B評価（4.5点）→目標値；A評価 

  



 

 

（代替指標） 

※R3 年度以降の評価予定がなくなったため、在宅患者訪問

薬剤管理指導料届出割合を代替指標として評価。 

R3.3 347/380（91.3％）→ R4.3 357/390（91.5％） 

 新型コロナウイルスの影響により、病院と薬局の連携強

化や薬局機能の周知が一部実施できなかったため、次年度

以降も事業を継続して効果を観察していく必要がある。 

（１）事業の有効性 

 在宅訪問実施薬局数の増加により、地域ニーズに対応出

来るようになる。 

（２）事業の効率性 

 ICT（高知家＠ライン）の活用により、中山間地域などの

地理的不利益のカバー、小規模薬局の多職種連携への参画

など、安芸モデル地区の運用において、効率化が示唆され

た。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.18（医療分）】 

人生の最終段階における医療体制検討事業 

【総事業費】 

448千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

人生の最終段階における医療・ケアについては、患者本人

による意思決定を基本として行われるべきことから、ACPに

より適切な患者の意思決定支援を実施できる医療・介護職

の育成及び県民の理解促進が必要である。高齢化先進県で

あり、県民が住みたい場所で最期までいきいきと暮らす地

域包括ケアシステム構築を進める高知県においては、その

取組が急務となっている。 

アウトカム指標：看取り加算算定件数 

・現状値【288件】（H30）【NDB】 

・目標値【317件】（R3） 

事業の内容（当初計画） 人生の最終段階における医療についての検討会議において、

現状の把握と課題の整理、県民への効果的な情報の提供方法

等、今後の取組について検討する。 

また、人生の最終段階において、県民一人一人が自分らしい

暮らしを最期まで続けられるようにするため県民向けの公開講

座や啓発資材による 

ACPの普及啓発、患者の相談に適切に対応できる人材を育成す

るための相談員研修会を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・人生の最終段階における医療・ケア検討会議の開催：２回 

・公開講座の開催回数：３回 

・相談員研修の開催回数：１回 

アウトプット指標（達成

値） 

・人生の最終段階における医療・ケア検討会議の開催：１回 

 新型コロナウイルスの感染拡大により２回の予定が１回にな

る。 

・公開講座の開催回数：県内３ヶ所で開催予定だったが、新型コ

ロナウイルスの感染拡大により中止。 

・相談員研修の開催回数：県主催の研修は開催できなかったが、

厚労省委託事業の研修が２回開催され、10 機関 31 名が参加。  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

看取り加算算定件数→令和元年度の 309 件が最新値。令和

３年度目標値は達成できる見込み。 

（１）事業の有効性 

 ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の更なる普及

啓発や現状における課題等について、専門職や住民代表の

委員と人生の最終段階における医療・ケア検討会議におい

て意見交換を行い、事業に反映させることができた。 



 

 

（２）事業の効率性 

 人生の最終段階における医療・ケアに携わる医療・介護関

係者、学識経験者、関係団体及び住民の代表等の委員で構成

された検討会議において、それぞれの立場での課題・意見の

聴取とすり合わせを同時に実施できることが効率的な事業

推進につながっている。 

その他  

  



 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

高知県介護施設等整備事業 

【総事業費】 

483,117千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の増 

小規模多機能型居宅介護事業所 

902人／月分（37か所）→1,087人／月分（44か所） 

事業の内容（当初計画） ○地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

○介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援

を行う。 

○介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対

して支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険

事業支援計画等において予定している地域密着型サービス

施設等の整備を行う。 

○施設整備 

小規模多機能型居宅介護事業所：２か所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所：２か所 

認知症高齢者グループホーム：１か所 

認知症対応型デイサービスセンター：１か所 

定期巡回・随時対応訪問介護看護事業所：２か所 

介護予防拠点：４か所 

ケアハウス：１か所 

介護老人保健施設：６か所 

○開設準備 

小規模多機能型居宅介護事業所：（32人／月分） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所：（18人／月分） 

認知症高齢者グループホーム（18人／月分） 

定期巡回・随時対応訪問介護看護事業所：２か所 

ケアハウス：２か所 

介護老人保健施設：６か所 

転換整備：187床 

○既存の特養多床室のプライバシー保護のための改修支援 

介護医療院等への転換：56床 

○介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対

策支援事業 

消毒液等購入経費 

介護施設等の消毒・洗浄軽費 



 

 

簡易陰圧装置の設置：36施設 68台 

換気設備の設置経費支援事業：７施設 

○介護職員の宿舎施設整備事業：３施設 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険

事業支援計画等において予定している地域密着型サービス

施設等の整備を行う。 

○施設整備 

小規模多機能型居宅介護事業所：１か所 

介護予防拠点：１か所 

○開設準備 

小規模多機能型居宅介護事業所の開設準備：14床 

介護医療院への転換整備：58床 

サービス付き高齢者向け住宅への転換整備：60床 

軽費老人ホームの開設準備：60床 

介護老人保健施設の開設準備：９床 

○療養病床転換支援：（50床） 

○介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対

策支援事業 

簡易陰圧装置の設置：29施設 58台 

換気設備の設置経費支援事業：２施設 

○介護職員の宿舎施設整備事業：３施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた→小規模多機能型居宅介護支援事業所増１か所 

介護予防拠点１か所 

（１）事業の有効性 

小規模多機能型居宅介護事業所等の整備により、高齢者

が地域において、安心して生活できる体制の構築が図られ

た。 

（２）事業の効率性 

調達方法や手続について一定の共通認識のもとで施設整

備を行い、調達の効率化が図られた。 

その他  

  



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.19（医療分）】 

地域医療支援センター運営事業 

【総事業費】 

195,460千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、一般社団法人高知医療再生機構、国立大学法人  

高知大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

若手医師の減少や地域・診療科間の医師の偏在が本県の

課題となっている。 

アウトカム指標：  

〇県内初期臨床研修医採用数 

・現状値【62名】(R1） 

・目標値【70名】（R2） 

〇県内医師数（中央保健医療圏を除く） 

・現状値【357名】（H30） 

・目標値【376名以上】（R2） 

事業の内容（当初計画） 医師不足の状況の把握・分析等に基づく医師の適正配置

調整と一体的に、若手医師のキャリア形成支援を行う。ま

た、若手医師の留学や資格取得、研修等の支援を行う。県外

からの医師招聘等、即戦力となる医師の確保を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・医師派遣・あっせん数：10人 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加

医師数の割合：90％ 

アウトプット指標（達成

値） 

・医師派遣・あっせん数：８人 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加

医師数の割合：87.5％ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：一部確認できた 

〇県内初期臨床研修医採用数 H30:53名→R3：64名 

〇県内医師数について→H30:357名→R2:350名 

 目標達成には至らなかった。40 歳未満の若手医師数は増

加(H30:570 名→R2：587 名）したが退職者数も多く微減と

なった。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、県内初期臨床研修医採用数及び初

期臨床研修修了者の県内就職数は、高い水準を保っており、

若手医師の増加に繋がっている。今後も引き続き当該事業

により若手医師を育成していくことが必要 

（２）事業の効率性 

 医学部を設置する大学や民間に事業を委託することによ

り、より適切なフォローや機動的な業務執行ができた。 

その他  

 



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20（医療分）】 

医師養成奨学貸与金貸与事業 

【総事業費】 

350,080千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、国立大学法人高知大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

若手医師の減少や地域・診療科間の医師の偏在が本県の

課題となっている。 

アウトカム指標： 

〇県内若手（40歳未満）医師数 

・現状値【570名】(H30） 

・目標値【620名】（R2） 

○産科・産婦人科医師数 

・現状値【60名】(H30） 

・目標値【62名】（R2） 

○医師不足地域における診療従事医師数 

・現状値【575名】（H30） 

・目標値【575名】（R2） 

事業の内容（当初計画） 高知大学の地域枠入学者等、卒業後に県内の医師不足地

域で一定期間勤務する意志を有する医学生に奨学金を貸与

する。あわせて、高知大学に設置した寄附講座の教員が、

奨学金受給学生を対象に面談や地域医療に関する実習を実

施するなど、医学生のキャリア形成を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域枠を含む奨学金受給医師数に対するキャリア形成プロ

グラム参加医師数の割合：85％ 

アウトプット指標（達成

値） 

地域枠を含む奨学金受給医師数に対するキャリア形成プロ

グラム参加医師数の割合：85.3％  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：未達成 

○県内若手医師数 587名 

○産科・産婦人科医師数 61名 

○医師不足地域における診療従事医師数 557名 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、県内初期臨床研修医採用数及び初

期臨床研修修了者の県内就職数は、高い水準を保っており、

若手医師の増加及び地域・診療科間の医師の偏在解消に繋

がるものと考える。 

 

（２）事業の効率性 

 大学の地域枠制度、奨学貸付金制度、地域枠学生への寄付

講座と各事業が連動して事業の推進を図り、効果的、効率的

な運用に繋がっていると考える。 

その他  



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.21（医療分）】 

中山間地域等医療提供体制確保対策事業 

【総事業費】 

60,000 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師の地域偏在、診療科偏在、年齢偏在により、緊急に医

師を確保する必要がある医療機関や診療科が多数存在して

おり、即戦力となる医師の確保が必要である。 

アウトカム指標：医師不足地域における診療従事医師数の

維持 

【R2目標】 

・現状値【575名】（H30） 

・目標値【575名】（R2） 

【R3目標】 

・現状値【575名】（H30） 

・目標値【575名】（R4） 

事業の内容（当初計画） 県外私立大学に寄附講座を設置し、この寄附講座の研究活

動の一環として、当該大学所属医師が県内の中山間の医療

機関で地域医療の課題等を研究するとともに診療活動を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

寄附講座を設置する大学：県外１大学 

アウトプット指標（達成

値） 

【R2実績】寄附講座を設置する大学：県外１大学  

【R3実績】寄附講座を設置する大学：県外１大学 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【R2・R3実績】医師不足地域における診療従事医師数 

観察できなかった 

（理由）令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計結果により検

証する。 

（１）事業の有効性 

【R2・3年度】本事業の実施により、高知県の課題となって

いる中山間地域など医療サービスが偏在する地域におい

て、医療提供体制の確保につながった。 

（２）事業の効率性 

【R2・3年度】事業開始前には、大学から派遣される医師が

決定しており、受入れ準備もスムーズであった。 

その他  

 

 

 

 



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.22（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費】 

87,921 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

分娩取扱施設の減少を防ぐため、産科・産婦人科医師の処

遇改善が必要である。 

アウトカム指標： 県内の産科医療体制の維持 

【R2目標】 

〇分娩取扱施設の産科・産婦人科医師数 

・現状値【45名】（R1） 

・目標値【45名】（R2）（R2実績 41名） 

〇分娩 1,000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

・現状値【9.9名】（R1） 

・目標値【9.9名】（R2）（R2実績 9.6名） 

【R3目標】 

〇分娩取扱施設の産科・産婦人科医師数 

・現状値【45名】（R１） 

・目標値【45名】（R３）・実績値【42名】（R３) 

〇分娩 1,000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

・現状値【9.9名】（R１） 

・目標値【9.9名】（R３）・実績値【10名】 

事業の内容（当初計画）  産科・産婦人科医師が減少する現状に鑑み、地域でお産

を支える産科医等に対し、分娩手当等を支給することによ

り、処遇改善を通じて、急激に減少している分娩取扱施設

の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・手当支給者数：5,448名 

・手当支給施設数：14か所 

アウトプット指標（達成

値） 

【R2実績】 

・手当支給者数：4,810名 

・手当支給施設数：14か所 

【R3実績】 

・手当支給者数：4,650名 

・手当支給施設数：14か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【R2実績】 

分娩取扱施設数の維持観察ができた → 減少０か所 

【R3実績】 

分娩取扱施設数の維持観察ができた → 減少０か所 

（１）事業の有効性 

【R2・3年度】本事業の実施により、高知県全体において、

分娩取扱手当等の支給が行われ、地域でお産を支える産科



 

 

医等の処遇改善を通じて、急激に減少している産科医療機

関及び産科医等の確保を図る一助となった。 

（２）事業の効率性 

【R2・3年度】高知県全体において、分娩取扱手当等の支給

を行う分娩取扱施設を対象に事業を実施したことにより、

効率的な執行ができたと考える。 

その他  

  



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.23（医療分）】 

新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費】 

1,943千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新生児医療に従事する医師の減少を防ぐため、処遇改善

が必要である。 

アウトカム指標： 県内のＮＩＣＵ体制の維持 

〇手当を支給している医療機関の新生児医療に従事する医

師数 

・現状値【25名】（R1） 

・目標値【25名】（R2） 

事業の内容（当初計画）  医療機関のＮＩＣＵで新生児医療に従事する医師に対し

て、新生児担当手当等を支給することにより、過酷な勤務状

況にある新生児医療担当医の処遇改善を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ＮＩＣＵ入院見込み数（手当支給件数）：198件 

アウトプット指標（達成

値） 

【R１実績】 

・NICU入院数（手当支給件数）：196件 

【R２実績】 

・NICU入院数（手当支給件数）：196件   

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：新生児医療に従事

する医師数の維持 

【手当を支給した新生児医療に従事する医師数】 

 25名（R１実績）→ 25名（R２実績） 

※周産期（新生児）専門医師数（医師・歯科医師・薬剤師調

査） 

 ５名（H28）→ 10名（H30） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施によりＮＩＣＵで新生児医療に従事する過

酷な勤務状況にある新生児担当医師の処遇改善を図る一助

となった。 

（２）事業の効率性 

 高知県全体において、新生児医療に従事する医師に対し

て、新生児担当手当等を支給するＮＩＣＵを有する医療機

関を対象に事業を実施したことにより、効率的な執行がで

きたと考える。 

その他  

 

 

 

 



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.24（医療分）】 

救急医養成事業 

【総事業費】 

12,000千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 国立大学法人高知大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化に伴い救急搬送が増加する一方で救急医療を担う

医師が不足しており、今後も県内の救急医療提供体制を維

持していくためには、救急医療を担う医師の育成等が必要

である。 

アウトカム指標： 

○附属病院の救急部医師 

 ・現状値【３名】（R1）→ 目標値【５名】（R2) 

○地域の救急医療機関への医師派遣の維持 

 ・現状値【３病院】（R1）→ 目標値【８病院】（R2） 

○救命救急医師数 

・現状値【30名】（H30*）→ 目標値【34名以上】（R2） 

   *2年に 1度の調査のため 

事業の内容（当初計画） 高齢化に伴う救急搬送の増加や医師の偏在・不足など、

高知県の救急医療の現状を踏まえながら、県内の救急医療

体制の充実が図られるよう、高知大学医学部附属病院等に

おける臨床教育や、地域の医療機関等におけるＯＪＴなど

を通じて救急医の育成を図る。  

 また、既存の医療救急体制の確保が難しくなっているた

め、過疎・高齢化といった地域特性等に則した、今後の救

急医療体制のあり方を研究する。 

 併せて、南海トラフ地震対策に関しても、高知県と連携

を図りながら教育・研究活動等を行い、災害急性期に対応

できる救急医等の育成・確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・初期研修医の受入れ、指導：５名/年 

・先端医療学コース（災害・救急）選択学生数：15名 

・学内外講演会での講師：延 15回 

・学内講演会の開催：1回 

アウトプット指標（達成

値） 

初期研修医の受入れ、指導：６名/年 

・先端医療学コース（災害・救急）選択学生数：16名 

・学外講演会での講師：延 10 回  

・学内講演会（セミナー）の開催：２回 

  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

○附属病院の救急部医師 

 ・現状値【３名】（R1）→達成値【４名】（R2) 

（目標値【５名】（R2)） 

  救急部医師の人員増の調整に時間を要しており、Ｒ３



 

 

年度１名増の予定 

 

○地域の救急医療機関への医師派遣の維持 

 ・現状値【３病院】（R1）→ 達成値【２病院】（R2） 

              （目標値【８病院】（R2）） 

  医師派遣の要請が、２つの救急医療機関のみであった。 

  （高知赤十字病院２名、県立あき総合病院３名派遣）   

○救命救急医師数 

・現状値【30名】（H30*）→ 目標値【34名以上】（R2） 

 ＊救命救急医師数の調査は集計中のためアウトカム指標

との比較が出来ない 

（１）事業の有効性 

 本事業により、救急医療を学ぶ研修医の数が増えており、

医療人材の確保につながることが期待できる。 

（２）事業の効率性 

 県立あき総合病院や高知赤十字病院に救急外来の応援を

実施したほか、災害の際の救急処置等について地域で講演

会を行うことで、地域医療に貢献するなど効率的な運用が

なされている。 

その他  

  



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.25（医療分）】 

精神科医養成事業 

【総事業費】 

23,000千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 国立大学法人高知大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の発達障害に関する関心の高まりや乳幼児健診等に

おける早期発見の取り組みが一定進んできたことに伴い、

受診を希望される方が増加する一方で、専門的な医療を提

供できる医療機関が限られていることなどから初診待機期

間の長期化が課題となっている。 

発達障害を診ることができる医師や専門職の育成・確保

や、地域における支援体制の充実が必要である。 

アウトカム指標：初診待機期間の短縮（県立療育福祉センタ

ーの初診待機者数の数） 

・現状値：平均月末初診待機者数（H31）154 

 

・目標値：平均月末初診待機者数（R2）100 

事業の内容（当初計画）  高知大学医学部に寄附講座を開設することにより、高知

県における精神科医療の実情や必要性を反映した教育・研

究・診療等の活動を促進し、発達障害の診療・養成・研究の

ための中核機関として、専門医の養成や発達障害児の療育

の体制・環境・手法のモデルの確立、県内ブロックごとに発

達障害児等の療育支援を推進する人材の育成等に取り組

む。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

高知大学医学部神経精神科学教室採用医師数：２名 

アウトプット指標（達成

値） 

高知大学医学部神経精神科学教室採用医師数：２名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：初診待機期間の短

縮（県立療育福祉センターの初診待機者数の数） 

・平均月末初診待機者数（R2)：81 

 

（１）事業の有効性 

 本事業により、地域で発達障害を診ることができる医師

や専門職の育成・確保が進んできたことから、県立療育福祉

センターの初診待機者数を大きく減少することができた。 

（２）事業の効率性 

中核となる機関から各地域に医師を派遣することで、効率

的に人材育成や支援体制の構築に取り組むことができた。 

その他  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 



 

 

事業名 【NO.26（医療分）】 

小児救急トリアージ担当看護師設置支援

事業 

【総事業費】 

26,120 千円 

事業の対象となる区域 中央区域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中央保健医療圏において、小児救急患者のトリアージを

担当する看護師が不足している状況であり、看護師の確保

のため、勤務環境の改善が必要である。 

アウトカム指標：小児科病院群輪番制病院におけるトリア

ージ担当看護師の確保 

【R2目標】 

・現状値【56名】（R1） 

・目標値【56名】（R2） 

【R3目標】 

・現状値【56名】（R2） 

 ・目標値【56名】（R3） 

事業の内容（当初計画）  本事業では、小児救急医療体制の確保と充実を図ること

を目的として、小児救急患者のトリアージを担当する看護

師を設置する医療機関に対し、必要な費用の支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児科病院群輪番制病院に従事するトリアージ担当看護師

に対する手当の支給件数：365件 

アウトプット指標（達成

値） 

【R2 実績】小児科病院群輪番制病院に従事するトリアージ

担当看護師に対する手当の支給件数：485件  

【R3 実績】小児科病院群輪番制病院に従事するトリアージ

担当看護師に対する手当の支給件数：488件  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【R2 実績】小児科病院群輪番制病院におけるトリアージ担

当看護師の確保 56名 

【R3 実績】小児科病院群輪番制病院におけるトリアージ担

当看護師の確保 56名 

（１）事業の有効性 

【R2 年度】手当の支給を行うことで小児科病院群輪番制病

院に従事するトリアージ担当看護師の処遇改善を図り、看

護師を確保することにより、県内の小児救急医療体制の維

持につなげることができた。 

【R3 年度】手当の支給を行うことで小児科病院群輪番制病

院に従事するトリアージ担当看護師の処遇改善を図り、看

護師を確保することにより、県内の小児救急医療体制の維 

持につなげることができた。 

 

（２）事業の効率性 

【R2 年度】人口の多い中央保健医療圏の輪番病院への補助



 

 

を実施することで効率的に県内の小児救急医療体制の維持

を図ることができた。 

【R3 年度】人口の多い中央保健医療圏の輪番病院への補助

を実施することで効率的に県内の小児救急医療体制の維持

を図ることができた。 

 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.27（医療分）】 

糖尿病保健指導連携体制構築事業 

【総事業費】 

5,473千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県立大学 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県は糖尿病患者の治療中断や重症化を予防するために

は、外来看護師による生活指導の強化が必要。 

アウトカム指標： 

血管病調整看護師育成数：１医療機関あたり１名以上（R3） 

活動手順書に基づく実践医療機関数：12医療機関以上（R3) 

             ※７医療機関（R1～R2）含む 

事業の内容（当初計画） 外来看護師を核とした糖尿病患者への継続的かつ効果的な生

活指導体制を構築するために、医療機関で糖尿病看護にあたる

看護師がハイリスク患者に対して行う生活指導や関係機関との

地域連携等を行うための活動手順書を開発する。 

そして、モデル医療機関の看護師を血管病調整看護師として育成

し、活動手順書をもとにして糖尿病患者への生活指導や保険者と

の連携を促進することにより、糖尿病患者の治療中断や重症化予

防を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

 

・血管病調整看護師育成研修会の開催：６回 

・事業報告会参加医療機関数：10機関以上 

・モデル医療機関を中心としたＲ４年度以降の地域連携方

法の具体策計画 

アウトプット指標（達成

値） 

・血管病調整看護師育成研修会の開催：６回 

・事業報告会参加医療機関数：R４年３月にオンデマンド配

信にて事業報告会開催（再生回数：66回） 

・モデル医療機関を中心としたＲ４年度以降の地域連携方

法の具体策計画：まずは血管病調整看護師のより一層の

活動と地域の関係機関及び県民への役割周知を行う。ま

た、血管病重症化予防の専門家（糖尿病看護認定看護師

等）とのネットワークをつなげる。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

血管病調整看護師育成数：１医療機関あたり１名以上（R3） 

活動手順書に基づく実践医療機関数：13医療機関（R3) 

 ※７医療機関（R1～R2）含む 

（１）事業の有効性 

 昨年度までに血管病調整看護師を育成した７つの医療機

関に加え、新たに６つの医療機関において、活動手順書を基

に自院の患者の状況や個別支援について振り返り、研修会

も通して血管病調整看護師に必要なスキルの習得を支援で

きた。各医療機関においては、委託先である高知県立大学か

らの血管病調整看護師としての活動に関する助言や他のモ



 

 

デル医療機関との合同事例検討会を通して、患者支援スキ

ルの維持・向上を図ることができた。 

 また、地域連絡会では、市町村国保の他に健康保険組合等

の保険者と昨年度よりも広く情報共有ができ、公開講座に

おいては薬剤師や管理栄養士等多職種も含めて活動周知が

できた。 

（２）事業の効率性 

 昨年度に引き続き高知県立大学に事業委託し、継続した

専門的支援を行うことができた。研修会等はリモート方式

を活用し、資料やツール等もモデル医療機関で共通の PCツ

ールを活用することで効率的な事業実施ができ、コロナ禍

においても当初の目標を達成できる実践ができたと考え

る。 

その他   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.28（医療分）】 

女性医師等就労環境改善事業 

【総事業費】 

35千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、一般社団法人高知医療再生機構 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の診療従事医師のうち、40 歳未満の若手医師に占め

る女性医師の割合は 35％を超えており（H26:36.0%、

H28:37.5%、H30:35.1%）、女性が結婚や出産・育児等により

診療現場を離れると、安定的な医師の確保に困難をきたす

ことになるため、安心して勤務を継続できる環境の整備が

必要である。 

アウトカム指標：診療に従事する女性医師数の維持 

・現状値【478名】（H30） 

・目標値【478名】（R4） 

事業の内容（当初計画）  出産、育児などにより診療の場から離れている女性医師

が復職するための相談窓口を設置し、復職先の医療機関の

情報収集及び情報提供を行うと共に、復帰に向けた研修の

受け入れ調整及び受け入れ医療機関に対する支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

本事業を活用して復職した女性医師数：１人 

 

アウトプット指標（達成

値） 

本事業を活用して復職した女性医師数：０人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：診療に従事する女

性医師数の維持 

【R2実績】496名（目標達成） 

【R3実績】→観察できなかった 

（理由）令和 4年医師・歯科医師・薬剤師統計結果により

検証する。 

（１）事業の有効性 

 出産、育児などにより診療の場から離れている女性医師

の復職を支援することで、若手医師の確保につながるもの

と考える。 

（２）事業の効率性 

 民間に委託することにより、民間の持つノウハウや人材

を活用してより適切なフォローや機動的な業務執行ができ

たと考える。 

その他  

 

 

 

 

 



 

 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.29（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費】 

50,840千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、高知県看護協会、医療機関等 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新人看護職員の定着のためには、職員を採用している医

療機関が新人を体系的に育成できる体制を構築する必要が

あり、また医療機関の規模の大小に関わらず、県内どこの医

療機関に就職しても新人教育が受けられる必要がある。 

アウトカム指標：新人看護職員の離職率の維持 

【R2目標】 

・現状値【7.5％】（過去３年（H29～H31）の平均） 

・目標値【7.0％以下維持】（R2） 

【R3目標】 

・現状値【7.5％】（過去３年（H29～H31）の平均） 

・目標値【7.0％以下維持】（R3） 

事業の内容（当初計画） ・新人看護職員の資質向上と定着を図るために、どこの医

療機関でも新人看護職員がガイドラインに沿った研修を

受けられる環境を整備し、研修プログラムに沿って施設

内研修を実施する。また、自施設で完結できない研修に

ついても、受講の機会を確保するために、多施設合同研

修や医療機関受入研修を実施する。 

・新人をサポートする職員の指導体制の強化を図る目的で、

研修責任者研修、教育担当者研修、実地指導者研修を実

施する。 

・地域における連携体制を構築し、新人看護職員研修の推

進を図る目的で協議会を設置し、各地域での課題及び対

策の検討、新人看護職員に関する研修等の計画及び実施

について検討する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・新人看護職員研修体制整備と指導者の質の向上が図られる 

（新人看護職員研修事業費補助金活用：23施設） 

・多施設合同研修の研修受講者数：650名 

・地域における連携体制を構築し、新人看護職員研修の推進

を図る目的で協議会を設置し、各地域での課題及び対策の

検討、新人看護職員に関する研修等の計画及び実施につい

て検討する。 

アウトプット指標（達成

値） 

【R2実績】 

・新人看護職員研修事業費補助金活用：23施設 

・多施設合同研修の研修受講者数：546名※新型コロナウイ

ルス感染症の影響で集合研修ができなかった 



 

 

【R3実績】 

・新人看護職員研修事業費補助金活用：24施設 

・多施設合同研修の研修受講者数：767名※新型コロナウイ

ルス感染症の影響で集合研修ができなかった 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【R2実績】・新人看護職員の離職率の維持 

現状値【5.1％】（R2） 

【R3実績】・新人看護職員の離職率の維持 

現状値【5.3％】（R3） 

 

（１）事業の有効性 

【R2 年度】新型コロナウイルス感染症感染拡大への対応と

して、オンラインでの研修を導入することで、受講しやすい

環境の確保につながった。また、教育担当者研修及び実地指

導者研修でコロナ禍での新人看護師教育に向けて指導方法

等を学ぶ追加研修を行った。 

【R3年度】 

オンラインを活用し、受講しやすい環境の確保につながっ

た。また、教育担当者研修及び実地指導者研修でコロナ禍で

の新人看護師教育に向けて指導方法等を学ぶ研修を継続し

た。 

（２）事業の効率性 

【R2 年度】研修担当者育成の結果、各医療機関における研

修プロセスの効率化が考えられる。  

【R3年度】】新人看護職員をサポートする職員の指導体制を

強化することで各医療機関における新人教育体制の効率化

が考えられる。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.30（医療分）】 

看護職員資質向上推進事業 

【総事業費】 

4,948千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、高知県看護協会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療を推進していくためには、在宅医療資源の確保

も重要であるが、退院後に自宅で安心して療養できるよう、

退院支援や急変時の入院受入体制の構築が必要であり、医

療機関の看護職員の資質向上が求められている。 

アウトカム指標：常勤看護職員の離職率の維持 

・現状値【9.1%】（R1） 

・目標値【10.0％以下維持】（R2） 

事業の内容（当初計画） ・看護職員の専門性の向上を図るとともに、多職種連携に

かかわる能力について研修を実施し、看護職員の資質向上

を図ることを目的に、回復期を担う人材育成研修、看護学

校養成所の教員の成長段階別に応じた研修を実施する。 

・看護師養成所の運営に関する指導要領に定められている

実習施設の条件を満たし、基礎教育における指導者の質の

向上を図ることを目的に、看護学校養成所の看護学生を受

け入れる医療施設の実習指導者を対象として 240 時間の

講習会を開催する。 

・リーダー的役割・業務が行える時期の中堅看護職員（勤務

年数５～６年目）を対象に、社会資源の活用や在宅医療との

連携方法などについて学ぶ研修会を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域包括ケア推進のための人材育成研修の受講者数：30  

名 

・教員継続研修の受講者数：120名（年間延べ） 

・実習指導者の受講者数：50名 

・中堅看護職員実務研修（在宅医療）の受講者数：200名（年

間延べ） 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域包括ケア推進のための人材育成研修の受講者数：25名 

・教員継続研修の受講者数：62名（年間延べ） 

・実習指導者の受講者数：37名 

・中堅看護職員実務研修（在宅医療）の受講者数：86名 

※新型コロナウイルス感染症の影響で集合研修が開催でき

ず参観者が少なかったが研修参加者の質の向上は図られ

た。  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・常勤看護職員の離職率の維持 

目標値【10.0％以下維持】（R2） →   【9.9％】（R2） 



 

 

（１）事業の有効性 

 教員側・実習施設側双方の質向上を同時に図ることで、基

礎教育の充実化が図られた。また回復期研修を行うことで

在宅移行に対応できる人材育成を行うことができた。 

（２）事業の効率性 

 教員側・実習施設側双方が向上することで、単一のみ向上

する場合よりも相互作用が発揮され効率的であると考え

る。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.31（医療分）】 

看護職員確保対策特別事業 

【総事業費】 

8,002千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、高知県看護協会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護師確保のため、新卒看護師の県内への就職・定着に向

けた取組みを実施する必要がある。 

アウトカム指標：看護師・准看護師数(人口 10万人対)の増

加  

・現状値【1,996.8人】（H30） 

・目標値【1,996.8人以上維持】（R2） 

事業の内容（当初計画） ・新人看護職員の支援的、指導的立場にあるリーダー看護

師及び看護師長等看護管理者の育成を行い、就業環境の改

善及び看護職員の離職防止を図る。 

・看護関係学校進学ガイドブック、就職ガイドブックの作

成や就職説明会を開催し、進路選択、職業選択及び納得のい

く職場探しの支援を行い、県内看護職員の確保・定着を図

る。 

・高知県の看護を考える検討委員会を立ち上げ、課題抽出

を行い、地域の実情に応じた看護職員確保・定着のための方

策を検討する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・看護管理者研修会：職場環境改善の促進が図られる 

（全体研修２回（予定）） 

・看護学生等進学就職支援事業：県内の医療機関が周知さ

れる 

（進学・就職ガイドブックの作成、就職説明会１回） 

・高知県の看護を考える検討委員会：看護職員確保に向け

ての課題の抽出ができ、対策を検討できる（開催回数２回

（予定）） 

アウトプット指標（達成

値） 

・看護管理者研修は直営実施。医療機関の看護部長及び事

務長を対象に、外部講師を招き、研修会を年２回を実施。 

 延べ 112 名参加。 

・看護学生等進学就職支援事業：高知県看護職員就職ガイ

ドの作成・配布（県内病院及び訪問看護ステーション 

 110施設掲載、1,200部）及び看護職員就職説明会の開催 

 （年１回、参加者 212名 

・高知県の看護を考える検討委員会：年１回開催 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 看護師・准看護師

数(人口 10万人対)の増加 

 目標値【1,996.8人以上維持】（R2）→【2,070.4人】（R2）  



 

 

（１）事業の有効性 

 看護を考える検討委員会では、高知県内の看護職員確保

に向けての課題・対策を検討。看護学生等進学就職支援事業

では、就職ガイドの活用や就職説明会の開催により、県内の

医療機関の周知及び看護学生等の就職希望者と医療機関の

ニーズのマッチングを行った。看護管理者研修では、臨床現

場で管理的視点を持ち看護管理者が職場環境改善を考える

きっかけとなった。 

（２）事業の効率性 

 看護を考える検討会において、高知県の看護の現状課題・

対策の検討が行われ、看護職員の県内定着率に関しても検

討された。県内定着、県内への就職には、看護学生等への積

極的な情報発信が必要であり、就職ガイドの配布や就職説

明会の開催により、効率的に本事業は実施された。 

 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.32（医療分）】 

看護師等養成所運営等事業 

【総事業費】 

728,942千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 学校法人、社会医療法人、独立行政法人、一般社団法人 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護師等の確保のために、看護基礎教育の充実等、質の高

い教育の提供が必要である。 

アウトカム指標： 看護師・准看護師数(人口 10 万人対)の

増加 

・現状値【1,996.8人】（H30） 

・目標値【1,996.8人以上維持】（R2） 

事業の内容（当初計画） 保健師助産師看護師法の基準を満たした看護師等養成所の

教育環境を整備することで教育内容を向上させ、より資質

の高い看護職員を育成、確保するため、看護師等養成所の運

営に対し補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・看護師等養成所への支援：６施設 

・県内の看護学生確保：740名（補助対象施設の定員数） 

アウトプット指標（達成

値） 

・看護師等養成所への支援：６施設 

・県内の看護学生確保：740名（補助対象施設の定員数）  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 看護師・准看護師

数(人口 10万人対)の増加 

目標値【1,996.8人以上維持】（R2）→ 【2,070.4人】（R2） 

 

（１）事業の有効性 

 本事業を活用する６か所の養成所において 210 人が卒業

し、うち 192名の就職に繋がった。 

（２）事業の効率性 

 県内就職率の維持・向上のため、県内就職率に応じた調整

率を設け、効率的な事業運営を図っている。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.33（医療分）】 

看護師宿舎施設整備事業 

【総事業費】 

58,850千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護師等の確保及び離職防止対策として看護師宿舎の整

備が必要である。 

アウトカム指標：常勤看護職員の離職率の維持 

・現状値【9.1%】（R1） 

・目標値【10.0％以下維持】（R2） 

事業の内容（当初計画） 看護職員の離職防止対策の一環として、看護師宿舎の個室

整備を行うことにより、看護職員の定着促進を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師宿舎施設整備事業への補助：１施設 

アウトプット指標（達成

値） 

看護師宿舎施設整備事業への補助：１施設 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：常勤看護職員の離

職率の維持 

 目標値【10.0％以下維持】（R2）→ 【9.9％】（R2） 

（１）事業の有効性 

 看護師宿舎の個室整備により、夜勤等を行う看護職員の

通勤等職務の負担の軽減が図られ、勤務環境が改善される

ことにより、看護職員の確保と離職防止につなげられる。

（２）事業の効率性 

 補助対象の医療機関及び工事の責任事業者との連絡を定

期的に行い、年度内の執行ができたと考えられる。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.34（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター運営事業 

【総事業費】 

3,406千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県、一般社団法人高知医療再生機構 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療従事者の離職防止、定着促進を図るには、過酷な勤務

環境の改善が課題であるために、勤務環境改善に取り組む

医療機関に対して、総合的・専門的な支援を行う機関が必要

である。 

アウトカム指標：  

〇若手（40歳未満）医師数 

・現状値【570名】（H30） 

・目標値【620名】（R2） 

〇看護職員離職率  

・現状値【9.1%】（R1） 

・目標値【10.0％以下維持】（R2） 

事業の内容（当初計画） 医療スタッフ全体の離職防止や医療安全の確保を目的と

して、国の策定した指針に基づき、ＰＤＣＡサイクルを活用

して計画的に勤務環境改善に向けた取り組みを行う医療機

関に対して、総合的な支援を行う医療勤務環境改善支援セ

ンターを設置、運営する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機

関数：２医療機関 

アウトプット指標（達成

値） 

センターの支援により勤務環境改善計画を策定（勤務環境

改善マネジメントシステムを導入・活用する医療機関の増

加数）：【R2】新規２ヶ所  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：      

 ○若手医師（40歳未満）数 H30:570名→R2:587名 

目標達成には至らなかったが、40 歳未満の若手医師数は

増加しており、本事業による効果である。目標の設定自体を

人口動態に沿った数値に見直す必要を検討する。 

○看護職員離職率（Ｈ30(Ｈ31調査）→Ｈ31(Ｒ2調査)) 

 正規雇用看護職員 9.1％→9.9％ 

（検証）目標は達成したものの離職率は微増した。 

引き続き環境改善に取り組むことが必要である。 

（１）事業の有効性 

センターを設置・運営し、勤務環境改善マネジメントシス

テムを導入する医療機関に対し適切に支援を行うことで、

システムのスムーズな導入が図られ、当該医療機関におけ

る勤務環境改善の機運が高まった。 

また、働き方改革関連法の周知、助言を定期的に行うこと



 

 

 

  

で、各医療機関における働き方改革に関する意識が高まっ

た。 

 

（２）事業の効率性 

 経営及び労務管理に関する専門家にアドバイザー業務を

委託することにより、専門家のノウハウを活用したより効

果的なアドバイスをすることができるなど、業務の効率化

が図られた。 

その他  



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.35（医療分）】 

院内保育所運営事業 

【総事業費】 

465,410千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

核家族社会の中で、看護職員の確保にあたっては、出産・

育児による医療従事者の離職防止、再就業促進のため、病院

内保育所の運営を支援し、就業環境の改善を図ることが必

要である。 

アウトカム指標： 常勤看護職員の離職率の維持 

・現状値【9.1%】（R1） 

・目標値【10.0％以下維持】（R2） 

事業の内容（当初計画） 医療従事者の離職防止、離職した医療従事者の再就職の環

境整備及び病児等保育の実施を図るため、医療機関が実施

する院内保育所の運営に対し補助をする。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

本事業を活用する医療機関数：独法医療機関１病院、民間

医療機関 21病院 

アウトプット指標（達成

値） 

本事業を活用する医療機関数：独法医療機関１病院、民間医

療機関 21病院  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：常勤看護職員の離

職率の維持 

目標値【10.0％以下維持】（R2）→ 【9.9％】（R2） 

 

（１）事業の有効性 

 本事業により、医療機関の勤務時間に沿った、様々な保育

形態への対応が可能となり、出産・育児による医療従事者の

離職防止及び再就業の促進が図られている。 

（２）事業の効率性 

 保育人員等に応じて基準額を設定し、病院の経常利益に

応じた調整率により補助額を減額する等、効率的な運用を

図っている。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.36（医療分）】 

小児救急医療体制整備事業 

【総事業費】 

18,256千円 

事業の対象となる区域 中央区域 

事業の実施主体 高知市  

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児科医師の不足と地域偏在の問題や、保護者などの小

児科専門志向と相まって、小児医療・小児救急医療提供体制

の維持が困難な状況になっている。 

アウトカム指標：小児科病院群輪番制の病院数の維持 

 ・現状値【５病院】（R2） 

 ・目標値【５病院】（R3） 

事業の内容（当初計画） 休日夜間における小児救急患者の二次救急医療の確保の

ため、中央保健医療圏内の小児科を有する公的５病院に対

し、二次輪番体制で小児の重症救急患者に対応するために

必要な経費の支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児科病院群輪番制の実施に必要な経費の支援年間支給件

数：365件 

アウトプット指標（達成

値） 

小児科病院群輪番制の実施に必要な経費の支援年間支給件

数：365件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：小児科病院群輪番

制の病院数の維持 

【R3実績】５病院維持 

（１）事業の有効性 

 小児科病院群輪番制病院を維持し、休日及び夜間におけ

る入院治療を必要とする小児重症救急患者の医療確保がで

きた。 

（２）事業の効率性 

 市町村が行う小児科病院群輪番制の運営支援に対して補

助を行うことにより、効率的な執行ができたと考える。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.37（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】 

9,032千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

救急患者や夜間の小児救急病院の受診者には軽症者が多

く、小児科病院群輪番病院に勤める小児科医師の負担が大

きくなっているため、軽症者による安易な受診を控えるよ

うな体制が必要である。 

アウトカム指標：小児科病院群輪番病院の深夜帯における

１日当たり受診者数 

・現状値【2.9 名】（R2）※新型コロナウイルスの影響と考

えられる受診者数減少 

・目標値【5.2名】（R3） 

事業の内容（当初計画） 夜間の保護者からの小児医療に関する電話相談への対応

を、看護協会への委託により実施し、適切な助言や指導を行

うことで、保護者の不安を軽減するとともに、医療機関への

適切な受診を推進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

保護者からの小児医療に関する電話相談を受け、適正受診

を図る 

１日当たり相談件数：12件 

アウトプット指標（達成

値） 

 保護者からの小児医療に関する電話相談を受け、適正受

診を図る 

１日当たり相談件数：9.7件  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：小児科病院群輪番

病院の深夜帯における 1日当たり受診者数 

【R3実績】5.7名  

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、高知県全域において、小児救急医療

の適正受診が図られた。 

（２）事業の効率性 

 夜間に保護者からの小児医療に関する相談を看護師が行

うことで適正受診が図られたことにより、小児科医の負担

軽減につながるなど効率性が図られた。 

その他  

 

 

 

 

  



 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.38（医療分）】 

医療介護連携情報システム導入促進事業 

【総事業費】 

26,512千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院は、在宅医療

を推進する上で中心的な役割が期待されるが、県の調査

（H28）では訪問診療を実施しない理由として院内人的資源

不足が最も多く挙げられており、在宅医療に関わる医療従

事者等の業務の省力化・効率化が必要である。 

アウトカム指標：在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病

院数の維持 

（令和２年３月：在支診 39施設、在支病 17施設） 

事業の内容（当初計画） 在宅医療に関わる多職種の業務の効率化を図るため、利

用者の負担軽減等に資するシステム改修を実施し、モデル

地域を定めてシステムの活用を行うとともに、システム利

用に必要な情報端末の導入費用について補助による支援を

行うことで、医療介護連携情報システムへの加入を促進す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

システムへの加入施設数：100施設 

アウトプット指標（達成

値） 

システムへの加入施設数：172施設  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：在宅療養支援診療

所及び在宅療養支援病院数の維持 

 観察できた → 増加２か所 

（令和３年２月：在支診 39施設、在支病：19施設） 

（１）事業の有効性 

 利用者の声を反映させたシステム改修を実施するととも

に、実際に現場の方にシステムを活用してもらうことで、よ

り有効的なシステムの活用につなげることができた。 

（２）事業の効率性 

 事業をシステムの運営主体に委託することにより、効率

的に実施することができた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

介護事業所認証評価事業 

【総事業費】 

11,629千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：コンサルティング会社、介護労働安定セン

ターほか、補助先：介護事業所） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

雇用管理改善を通じた離職防止と定着率の向上 

アウトカム指標：離職率の減少 

事業の内容（当初計画） 認証評価事業を通じて良好な職場環境を整備することで職

員の離職防止と介護業界のイメージアップを図るため、県

の定める基準の達成に向けて取り組む事業所をサポートす

るとともに、達成した事業所を県が認証し、積極的な広報を

行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

認証法人数：30法人 

アウトプット指標（達成

値） 

認証法人：11法人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

R4.8 月公表予定の介護労働実態調査において本県離職率の

動向を確認する（R1年度：19.7％→R2年度:13.2%） 

（１）事業の有効性 

法人が本制度を通じて職場環境を整備することで職員の

定着促進に繋がった。 

（２）事業の効率性 

他県で認証評価制度の支援を行っているコンサルティン

グ会社に委託することで、効率的に制度を運用できた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.2（介護分）】 

介護福祉士等養成支援事業 

【総事業費】 

2,112千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：介護福祉士養成専門学校） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護分野における若い世代等の新規参入促進 

アウトカム指標：定員充足率 80％以上 

事業の内容（当初計画） 介護福祉士養成校に相談・助言及び指導を行う専門員を配

置し、中学校、高校等を訪問し、介護の仕事に関する相談・

助言を行う場合の経費及び体験入学実施時の交通用具借上

げ料に対して補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内の介護福祉士養成校３校に補助 

学校訪問数：年間 46校 

アウトプット指標（達成

値） 

県内の介護福祉士養成校２校に補助 

学校訪問数：年間 91校 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 令和３年４月入学者における定員充足率 

平成福祉専門学校…27.5％ 

高知福祉専門学校…57.5％ 

（１）事業の有効性 

学校への訪問活動や体験入学時の交通手段の確保等を積

極的に行うことによって、より多くの学生に対して介護の

仕事の魅力を伝えることができた。 

（２）事業の効率性 

中学校、高校と密に連携を図ることで、効果的な若い世代

の介護分野への新規参入につながった。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.3（介護分）】 

介護の日イベント開催事業 

【総事業費】 

3,884千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：民間企業） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護の仕事に対する正しい認識の不足によるネガティブイ

メージの先行 

アウトカム指標：来場者アンケートによる介護の仕事に関

する肯定意見割合の前年度比増（R1：80％） 

事業の内容（当初計画） 介護の仕事の魅力について広く県民に広報し、イメージア

ップを図るため、11月 11日の「介護の日」に合わせて普

及・啓発イベントを行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

来場者：1,500人 

アウトプット指標（達成

値） 

※新型コロナ感染防止対策のため、WEB開催（ポスター・作

文コンテスト受賞作品の発表のみ）へ変更。 

WEBページ訪問ユーザー数（R2）：1,067人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった → 新型コロナ感染防止対策のため、

WEB開催となり（ポスター・作文コンテスト受賞作品の発表

のみ）、来場者アンケートを実施していないため。 

（１）事業の有効性 

WEB開催を通じて、広く介護の仕事の魅力や専門性を伝え

ることができた。 

（２）事業の効率性 

広報や WEB ページ作成を同じ業者に委託することで事業

をスムーズに遂行できた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4（介護分）】 

キャリア教育推進事業 

【総事業費】 

5,876千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：介護福祉士養成校、職能団体等） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

若い世代における介護分野や介護の仕事に対する認識不足

の解消 

アウトカム指標：介護分野や介護の仕事に対する理解度や

意識のアップ 

事業の内容（当初計画） 小、中、高校生を対象に、介護職に対する理解を深めるため

の教育活動を実施し、中長期的な介護人材の育成を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問研修：年間 38校で開催 

集合研修：年間４回開催 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問研修：年間 28校で開催 参加者 817人 

集合研修：年間４回開催 参加者 289人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

アンケートを実施した学校では、本事業を通じて介護や福

祉のイメージが変わったと回答した生徒もおり、仕事の正

しい理解やイメージアップにつながっている。 

（１）事業の有効性 

訪問研修については、小・中・高校生に対しては介護職員

が体験や実習を交えた授業を通して介護職の魅力を伝え

た。集合研修については、高校生とその保護者を対象に、大

学教員が福祉・介護領域の学問的な講義を総論的に実施し、

ターゲットに応じた柔軟な事業が展開できた。 

（２）事業の効率性 

各専門団体が実施することで、各学校側の事情（生徒数や

対象学年など）やニーズに応じた実施内容を企画・提案・実

施でき、効率的な事業運営が図れた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.5（介護分）】 

介護職場体験事業 

【総事業費】 

331千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

就職希望者が抱く介護職場のイメージと事業所が求める人

材像にギャップがあり、円滑な就労に結びつかない。 

アウトカム指標：職場体験後の就職・進学率前年度比増 

（R1：41％） 

事業の内容（当初計画） 小～大学生、主婦、資格を有しながら介護職場に就業してい

ない潜在的有資格者や他分野の離職者等を対象に、職場体

験事業を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

体験者：年間 55人 

アウトプット指標（達成

値） 

体験者：年間 20人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →  

職場体験後の就職人数７人、進学人数２人 

（１）事業の有効性 

就労前に仕事内容を体験できる機会を提供することで、

スムーズな新規参入につなげることができた。 

（２）事業の効率性 

就職斡旋を行う福祉人材センターに委託することで、職

場体験後のマッチング支援まで一体的に実施することがで

きた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.6（介護分）】 

中山間地域等ホームヘルパー養成事業 

【総事業費】 

1,803千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：市町村） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

人材不足の厳しい中山間地域等での人材確保 

アウトカム指標：介護分野への就職者数の増 

事業の内容（当初計画） 介護職員初任者研修及び生活援助従事者研修の実施機関が

所在していない市町村が実施主体となり、住民を対象に当

該研修を実施する場合の経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

開催市町村数：７ 

アウトプット指標（達成

値） 

開催市町村数：４ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 研修修了者数：60名 

（１）事業の有効性 

中山間地域等の住民の資格取得を支援することで、介護

分野への就職を促すことができた。 

（２）事業の効率性 

市町村が研修実施主体となることにより、住民への周知

や受講費用の負担軽減を効率的に行うことができた。 

その他  

 

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.7（介護分）】 

高校生就職支援事業 

【総事業費】 

3,500千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：平成福祉専門学校） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

研修支援を通じた新規参入の促進 

アウトカム指標：介護分野への進学・就職者数の増加 

事業の内容（当初計画） 高校生を対象に介護職員初任者研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問研修（各校での開催）：２校で実施 

集合研修（指定会場での開催）：年間１回開催 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問研修（各校での開催）：２校で実施、受講者 26名、 

修了者数 26名 

集合研修（指定会場での開催）：受講者７名、修了者７名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 介護福祉士養成校の R3入学者数 

48人（R2入学者数 82人） 

（１）事業の有効性 

高校生の資格取得を支援することで、介護分野への進学・

就職を促すことができた。 

（２）事業の効率性 

介護福祉士養成校である平成福祉専門学校に委託するこ

とで、高校との連携、円滑な研修実施を行うことができた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.8（介護分）】 

介護人材マッチング機能強化事業 

【総事業費】 

19,584千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化の進展と生産年齢人口の減少による介護人材不

足の解消 

アウトカム指標：離職率の減少、マッチング数の増加 

事業の内容（当初計画） ①求職者支援、施設・事業所への指導・助言を行うキャリ

ア支援専門員の配置 

②求職者のニーズに合わせた職場開拓や職場紹介、ハロー

ワークでの出張相談 

③ふくし就職フェア、中山間就職面接会の開催 

④新規資格取得者への就職情報等の提供 

⑤職場環境改善及び職員の定着促進に向けた施設・事業所

に対する相談・指導 

⑥職員の定着促進に向けたキャリアアップ相談の実施 

⑦県外大学への訪問及び県外大学生の就職活動への旅費支

援 

⑧介護助手の導入に向けた事業所向けセミナーの実施 

⑨介護福祉士等の届出有資格者への再就職の促進 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①キャリア支援専門員を３名配置 

②職場開拓年間 45施設・事業所以上、ハローワークへの訪

問１ヶ月に１回以上 

③ふくし就職フェアの開催２回、中山間就職面接会３か所

以上 

④新規資格取得者への就職情報等の提供 100人以上 

⑤施設・事業所に対する相談・指導件数年 55回以上、うち

職員定着率向上支援件数年 11回以上 

⑥キャリア相談・支援件数年 55回以上 

⑦県外大学への訪問５回以上、県外大学生への就職活動へ

の旅費支援 10名以上 

⑧事業所向けセミナーの開催３回 

⑨届出有資格者への情報提供４回 

アウトプット指標（達成

値） 

①キャリア支援専門員を３名配置 

②職場開拓年間 100 施設・事業所以上、ハローワークへの

訪問１ヶ月に６回（月平均） 

③ふくし就職フェアの開催３回・来場者数 45人、中山間就

職面接会 10か所・来場者数 44人 

④新規資格取得者への就職情報等の提供 107人 

⑤施設・事業所に対する相談・指導件数年 30回、うち職員



 

 

定着率向上支援件数年６回 

⑥キャリア相談・支援件数年 38回 

⑦県外大学への訪問 27回、県外大学生への就職活動への旅

費支援４名 

⑧事業所向けセミナーの開催１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → マッチング実績 261人 

（１）事業の有効性 

介護に従事しようとする方のマッチング支援や相談業務

を行うほか、就職フェアや就職面接会等を通じて新規求職

者の掘り起こしを行うことで、参入促進を図れた。 

（２）事業の効率性 

就職斡旋を行う福祉人材センターに委託することで、求

職者及び求人事業所のニーズに応じたマッチングを効率的

に行うことができた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.9（介護分）】 

入門的研修事業 

【総事業費】 

2,655千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：民間企業） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な人材の参入促進 

アウトカム指標：介護に関する入門的研修修了者の就労 

事業の内容（当初計画） 介護に関する入門的研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者数：90名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修受講者数：90名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：アンケートを実施

したところ、今後の介護のボランティアに活用したいとい

う意見があり、研修の効果があった。 

（１）事業の有効性 

家庭の介護においての知識習得や介護分野への就職を促

すことができた。 

（２）事業の効率性 

県内３地域での開催とすることで、より多くの参加者を

集めることが出来た。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（介護分）】 

生活援助従事者研修受講支援事業 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な人材の参入促進 

アウトカム指標：生活援助従事者研修修了者の就労 

事業の内容（当初計画） 生活援助従事者研修の受講費用及び受講終了後のマッチン

グ支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

受講費用支援：15名 

アウトプット指標（達成

値） 

受講費用支援：名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他  

 

  

※計画時に個票を提出したが、新型コロナウイルス感染

症の影響により未実施 



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

外国人留学生奨学金等支援事業 

【総事業費】 

7,612千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：介護事業を行う法人・施設・事業所等） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護福祉士の確保 

アウトカム指標：外国人留学生の介護福祉士資格の取得 

事業の内容（当初計画） 介護施設等が実施する介護福祉士資格の取得を目指す留学

生への給付型奨学金に要する経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

奨学金の給付：99名 

アウトプット指標（達成

値） 

奨学金の給付：38人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

外国人留学生 介護福祉士養成施設 R3.4月入学 14名 

（１）事業の有効性 

介護福祉士資格の取得を目指す意欲ある留学生の介護福

祉士養成施設における修学期間中の学費等を援助する施

設・事業所に対して補助することで、留学生が本県で介護の

専門職として就労することにつながる。 

（２）事業の効率性 

学費等を援助することで、円滑な修学並びに就労を促進

し介護福祉士の確保を図っている。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

福祉・介護就労環境改善推進事業 

【総事業費】 

4,419千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：日本ノーリフト協会高知支部） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

利用者の要介護状態の重度化や限られた人員でのサービス

提供により、介護職員の身体的な負担が増大している。 

アウトカム指標：離職率の減少 

事業の内容（当初計画） 介護職員の身体的負担の軽減と利用者の二次障害防止の実

現に向けて、ノーリフティングケア（抱え上げない、持ち

上げない、引きずらないケア）を習得するための研修を開

催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修参加者 800名（※R1実績：762名） 

アウトプット指標（達成

値） 

研修参加者 397名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

R4.8 月公表予定の介護労働実態調査において本県離職率の

動向を確認する（R1年度：19.7％→R2年度:13.2%） 

（１）事業の有効性 

研修へ参加した県内事業所において、介護する際の負担

が軽減されたことにより、腰痛発生率の減少につながって

いる。 

（２）事業の効率性 

ハード事業（介護福祉機器等導入支援事業）と両面からノ

ーリフティングケアを推進することで、職場環境の改善を

図っている。 

その他  

 

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（介護分）】 

介護人材キャリアパス支援事業 

【総事業費】 

1,273千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：高知県介護福祉士会等職能団体等） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増大や多様化に伴い、質の高い介護サービス

を求められている。 

アウトカム指標：研修受講者前年度比増 

事業の内容（当初計画） 職員のキャリアアップ支援のため、職能団体や養成施設等

が行う研修の開催経費に対して補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

実施団体数 年間５ 

アウトプット指標（達成

値） 

実施団体数 年間５ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：研修受講者 241人 

（１）事業の有効性 

職能団体が主体となって職員スキルアップを支援する研

修を開催することで、介護人材の質の向上と定着促進につ

ながる事業となった。 

（２）事業の効率性 

職能団体に補助をすることで、現場の実態や職員のニー

ズに即した専門的かつ効果的な研修を行うことができた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（介護分）】 

介護職員喀痰吸引等研修事業 

【総事業費】 

2,770千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会、高知県立大学） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

施設及び在宅での介護において、医療関係者との連携のも

とで安全に提供できる体制を構築する。 

アウトカム指標：登録喀痰吸引等事業者 121 か所（R2.4.1

時点） 

事業の内容（当初計画） 喀痰吸引を行う介護職員を養成するための基本研修、実地

研修の実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・指導者講習（講義等） 受講者数 60人 

・基本研修（講義等）及び実地研修 受講者数 120人 

 → 目標養成人数 100人 

アウトプット指標（達成

値） 

１．指導者講習（講義等）、修了者数 28人 

２．基本研修（講義等）及び実地研修 修了者数 29人 

※新型コロナウイルス感染症のため一部未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

登録喀痰吸引等事業者 120か所 → 増加させる 

増加できた → 事業者数 125か所（事業開始２か所） 

（１）事業の有効性 

新型コロナウイルス感染症のため一部実施できなかった

が、本事業により、喀痰吸引を行う介護職員が 34名養成さ

れた結果、施設での介護において安全に提供できる体制が

強化された。 

（２）事業の効率性 

福祉現場における人材育成に係る研修を幅広く行ってい

る法人に委託することで、効率的な研修実施を図っている。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費】 

7,408千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先・補助先：高知県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護保険制度において中核的な役割を担う介護支援専門員

に、介護保険制度の基本理念である利用者本位、自立支援、

公正中立等の理念を徹底し、地域包括ケアシステムの構築

に向けた地域づくりに資する。 

アウトカム指標：介護保険制度の基本理念を持った、専門職

としての介護支援専門員が増える。 

事業の内容（当初計画） 介護保険制度におけるケアマネジメントが適切に行えるよ

う、中核的な役割を担う介護支援専門員に研修を体系的に

実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・法定研修：年１回実施（実務研修、再研修、更新研修、専

門研修、主任研修、主任更新研修）、受講者数：計 647名 

・主任介護支援専門員資質向上研修事業（県直営）：年２回

実施受講者数：188名 

アウトプット指標（達成

値） 

・法定研修実施回数 各年１回（実務研修、再研修、更新研

修、専門研修、主任研修、主任更新研修）、受講者数： 

計 619名 

・主任介護支援専門員資質向上研修事業（県直営） 

研修会 年２回、受講者数：314名 

意見交換会 年１回、参加者数：34名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（１）事業の有効性 

法定研修では、受講者が正しい知識と理解を得て、質の高

いケアマネジメントが実践できるようにするために、資料

の見直しやワークシート等を活用し、より専門性の高い研

修を実施した。また、介護支援専門員にファシリテーターと

して研修に参加してもらうことで、ファシリテーターの育

成や、質の向上、継続的な研修の実施につなげることができ

た。 

主任介護支援専門員資質向上研修事業では、主任介護支

援専門員のスキルアップのための研修を実施するととも

に、保健所圏域で地域の課題や主任介護支援専門員の役割

について意見交換を行うことで、主任介護支援専門員主体

で資質向上に取り組めるきっかけとなった。 

（２）事業の効率性 

研修実施機関と連携し、効率的な執行ができた。 

その他  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

現任介護職員等養成支援事業（研修支援

分） 

【総事業費】 

24,520千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：株式会社ツクイスタッフ） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

研修の受講促進によるキャリアアップ支援 

アウトカム指標：外部研修参加職員前年度比増  

事業の内容（当初計画） 施設・事業所が介護職員を外部研修等に参加させる場合

に、人材派遣会社を通じてその代替職員を派遣する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

代替派遣人数 70名 

アウトプット指標（達成

値） 

代替派遣人数 47名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

代替職員を派遣することで、のべ 598 名が研修に参加でき

た。 

（１）事業の有効性 

外部研修を受講しやすい環境を整備を行うことで、介護

職員のキャリアアップに繋がった。 

（２）事業の効率性 

人材派遣会社に委託することで代替職員の確保がスムー

ズに行えている。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

認知症地域医療支援事業 

【総事業費】 

1,152千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：国立長寿医療研究センター、高知県医師

会、高知県看護協会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者は今後も増加することが見込まれており、か

かりつけ医、看護師、歯科医師、薬剤師等、高齢者と接する

機会が多いこれらの専門職種には、適切な認知症に関する

知識や認知症高齢者への対応等及び地域連携の必要性に関

する知識や理解が必要 

アウトカム指標：かかりつけ医、看護師、歯科医師、薬剤師、

病院勤務の医療従事者、各々に対する研修の実施 

事業の内容（当初計画） ①かかりつけ医への助言等の支援を行い、介護と医療の連

携の推進役となる認知症サポート医の養成及びサポート

医を対象としたフォローアップ研修の実施 

②かかりつけ医が適切な認知症診断の知識・技術等を習得

するための研修の実施 

③病院勤務の医療従事者が認知症の基本知識や認知症ケア

の原則等の知識を習得するための研修の実施 

④看護師や歯科医師、薬剤師が、認知症の基本知識や医療

と介護の連携の重要性等を修得するための研修の実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①サポート医研修：６回・15名 

②かかりつけ医研修：１回・200名、かかりつけ医フォロー

アップ研修：１回・250名 

③医療従事者研修：１回・100名 

④看護師研修：１回 50 名、歯科医師研修：１回 50 名、薬

剤師研修：１回 100名 

アウトプット指標（達成

値） 

①サポート医研修：４回・４名、サポート医フォローアップ

研修：未実施 

②かかりつけ医研修：１回・57名 

③医療従事者研修：未実施 

④看護師研修：１回 92名、歯科医師研修：未実施、薬剤師

研修：未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

新型コロナウィルス感染症の感染拡大に伴う措置によ

り、中止とした研修もあった。開催できた研修会も受講者が

少なかったが、地域での認知症高齢者への支援につながっ

ている。 

（１）事業の有効性 

かかりつけ医及びサポート医の研修修了者について、こ

うちオレンジドクターとして公表をするなど、認知症高齢



 

 

者への支援体制の構築が進んだ。 

（２）事業の効率性 

県医師会及び県看護協会への委託により事業を実施する

ことで、広く会員への周知が図られ、参加者の増加にも繋が

り、効率的な事業の実施ができた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（介護分）】 

認知症介護実践者養成事業 

【総事業費】 

1,317千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会、認知症介護研究・

研修仙台センター） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者は、今後も増加することが見込まれており、介

護保険サービス等の従事者には、適切な認知症介護に関す

る知識及び技術の習得が必要。 

アウトカム指標：①地域密着型サービス事業所の管理者、開

設者、計画作成担当者の受講 ②認知症介護指導者の認知

症介護に関する専門的知識や技術の習得 ③介護保険施設

等に従事する介護職員の基礎的な知識や技術の習得 

事業の内容（当初計画） ①介護サービス事業所の管理者、開設者、計画作成担当者

に対して、必要な知識や技術を習得するための研修を実

施する。 

②認知症介護指導者に対して、最新の認知症介護に関する

高度な専門的知識や技術の習得、教育技術の向上等を図

るための研修を実施するとともに、研修への派遣経費を

補助する。 

③介護保険施設・事業所等に従事する介護職員に対して、

基礎的な知識・技術とそれを実施する際の考え方を身に

つけるための研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①管理者研修：３回・90名、開設者研修：３回・30名、

計画作成者研修：３回・30名 

②認知症介護指導者フォローアップ研修：１回・１名 

③認知症介護基礎研修：８回・280名 

アウトプット指標（達成

値） 

①管理者研修：修了者数３回・66 名、開設者研修：修了者

数３回・８名、計画作成者研修：修了者数３回・21名 

②認知症介護指導者フォローアップ研修：修了者数１回・ 

１名 

③認知症介護基礎研修：修了者数７回・144名 



 

 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

①地域密着型事業所の管理者、開設者、計画作成担当者また

は就任予定の者に義務付けられた研修であるため、該当

者は全員受講の必要があるが、本研修の受講により、管理

者等の認知症介護に必要な知識や技術の習得が進んでい

る。 

②修了者からのフィードバックにより、他の指導者とも情

報共有し、指導者全体のスキルアップにつながった。 

③認知症介護に必要な基礎的な知識、技術の修得及び、認知

症介護に係る、より高度な研修の受講への足がかりにも

なった。 

（２）事業の効率性 

①管理者・開設者・計画作成担当者研修の共通カリキュラム

を同時開催することで、効率的な執行ができた。 

②基礎研修について、地域ごとに開催したことで多くの参

加者の受講がみられた。 

その他  

 
  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

成年後見人等育成事業 

【総事業費】 

2,516千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：市町村、高知県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者が今後も増加することが見込まれる中、成年

後見制度の担い手の不足が懸念されていることから、成年

後見人となる人材の育成が必要。 

アウトカム指標：市町村による市民後見人養成研修の実施、

高知県社会福祉協議会による法人後見養成研修の実施 

事業の内容（当初計画） ①市町村が行う市民後見人養成及び資質向上のための研修

に対し、必要な経費を補助する。 

②高知県社会福祉協議会が行う法人後見養成のための研修

に対し、必要な経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

市民後見人育成研修の実施（２市町村で実施） 

法人後見育成研修の実施 

アウトプット指標（達成

値） 

市民後見人育成研修の実施（１市町村で実施） 

法人後見育成研修の実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 市民後見人研修終了者（土佐清水市：12

人）、法人後見人研修終了者（94人） 

（１）事業の有効性 

市民後見人及び法人後見人の養成研修を実施すること

で、後見人を確保するための体制が整い始めた。 

（２）事業の効率性 

県社会福祉協議会が法人後見の養成を行うことで、各市

町村社会福祉協議会等多くの地域の法人後見人の養成が効

率的に行われた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（介護分）】 

リハビリテーション専門職等人材育成事業 

【総事業費】 

205千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：高知県リハビリテーション職能三団体協議

会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立

支援に資する取組を推進することで、介護予防の取組を機

能強化する。 

アウトカム指標：地域ケア会議または介護予防事業におい

てリハビリテーション専門職の関与がある保険者数 30 保

険者 

事業の内容（当初計画） 地域ケア会議や要支援者等に対する介護予防事業を検討す

る際に、リハビリテーションの専門職の助言が得られるよ

う、専門職の人材育成を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

リハビリテーション専門職の派遣登録者数 80名 

アウトプット指標（達成

値） 

リハビリテーション専門職の派遣登録者数 ７人 

（介護予防事業７人） 

※地域ケア会議に関する養成講座は、新型コロナウイルス

感染症による影響で研修の全日程を実施できなかった。 

事業の有効性・効率性 地域ケア会議または介護予防事業におけるリハビリテーシ

ョン専門職の関与は進んでいる。 

（１）事業の有効性 

職能団体を通して人材育成を推進することで、市町村の

介護予防事業への派遣体制を整えることができた。 

（２）事業の効率性 

市町村の介護予防事業に派遣可能な人材の育成をするこ

とで、リハビリテーションの関与を希望する市町村の要望

に応じて、関与を促すことができた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（介護分）】 

介護職員相談窓口事業 

【総事業費】 

1,656千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：高知県介護福祉士会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

職場の人間関係や法人理念への不満といった精神的な要因

が離職理由の上位であること、また、福祉・介護業界におけ

るうつ病等の精神疾患による労災が急増していることか

ら、精神的負担の軽減に向けた取組みが緊要である。 

アウトカム指標：離職率の減少、マッチング数の増加 

事業の内容（当初計画） 介護職員を対象とした相談窓口を設置し、介護の知識と豊

富な現場経験を有する相談員が不安や悩みなどの相談に応

じる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談件数 60件（※R1実績：49件） 

アウトプット指標（達成

値） 

相談件数 32件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

R4.8 月公表予定の介護労働実態調査において本県離職率の

動向を確認する（R1年度：19.7％→R2年度:13.2%） 

（１）事業の有効性 

相談に対してアドバイスや必要な情報提供を行うととも

に、困難事例については専門機関と連携して相談に応じる

など、介護職員の精神的負担の軽減が図れている。 

（２）事業の効率性 

高知県介護福祉士会へ業務を委託し、豊富な介護知識と

経験を有する方に相談員として対応いただくことで、相談

者の課題解決に繋げている。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（介護分）】 

ハラスメント研修事業 

【総事業費】 

117千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：高知県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護現場のハラスメント防止 

アウトカム指標：離職率の減少 

事業の内容（当初計画） ハラスメント防止に対する研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修の実施：３回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修の実施：３回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

R4.8 月公表予定の介護労働実態調査において本県離職率の

動向を確認する（R1年度：19.7％→R2年度:13.2%） 

（１）事業の有効性 

利用者からのハラスメント防止に対する管理者及び職員

向け研修を実施し、ハラスメントの防止や働きやすい職場

環境につなげる。 

（２）事業の効率性 

ハラスメント対策の研修を行い、職場環境を改善し、離職

率の減少を図る。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（介護分）】 

新任職員等研修事業 

【総事業費】 

1,188千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：高知県介護福祉士会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新人職員の離職防止・定着促進 

アウトカム指標：早期離職率の低下 

事業の内容（当初計画） 施設・事業所種別や規模に左右されない継続的なフォロー

アップや、不安や悩みを共有できる同期との交流機会とし

て、合同入職式及びフォローアップ研修及び交流会を開催

する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

参加者 70名 

アウトプット指標（達成

値） 

参加者 延べ 98名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

R4.8 月公表予定の介護労働実態調査において本県離職率の

動向を確認する（R1年度：19.7％→R2年度:13.2%） 

（１）事業の有効性 

離職割合が高い勤務年数３年以内の職員を対象に、専門

知識のスキルアップや施設・事業所種別や規模に左右され

ない同期等との交流の場を提供できた。 

（２）事業の効率性 

フォローアップ研修の企画・講師を高知県介護福祉士会

に依頼することで、現場の実態や職員のニーズに即した効

果的な研修となっている。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（介護分）】 

介護福祉機器等導入支援事業（介護ロボッ

ト分） 

【総事業費】 

6,555千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：介護事業所） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

雇用管理改善を通じた離職防止と定着率の向上 

アウトカム指標：離職率の減少  

事業の内容（当初計画） 施設・事業所が、職員の働きやすい職場環境づくりのため

に介護ロボットを導入する場合の補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護ロボット導入事業所数 

29箇所（※R2ニーズ調査結果） 

アウトプット指標（達成

値） 

介護ロボット導入事業所数 ８箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

R4.8 月公表予定の介護労働実態調査において本県離職率の

動向を確認する（R1年度：19.7％→R2年度:13.2%） 

（１）事業の有効性 

センサーマット等の導入により、夜勤時等の身体的・精神

的負担軽減に繋がった。 

（２）事業の効率性 

ソフト事業（福祉・介護就労環境改善推進事業）と両面か

ら働きやすい職場環境づくりを推進することで、職場環境

の改善を図っている。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（介護分）】 

介護福祉機器等導入支援事業（ICT 分） 

【総事業費】 

20,698千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：介護事業所） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

雇用管理改善を通じた離職防止と定着率の向上 

アウトカム指標：離職率の減少  

事業の内容（当初計画） 施設・事業所が、職員の働きやすい職場環境づくりのため

にＩＣＴを導入する場合の補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ＩＣＴ導入事業所数 

78箇所（※R2ニーズ調査結果） 

アウトプット指標（達成

値） 

ＩＣＴ導入事業所数 49箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

R4.8 月公表予定の介護労働実態調査において本県離職率の

動向を確認する（R1年度：19.7％→R2年度:13.2%） 

（１）事業の有効性 

介護ソフトやタブレット等の導入により、記録等に係る

時間が短縮でき、介護職員の事務負担軽減に繋がった。 

（２）事業の効率性 

ソフト事業（福祉・介護就労環境改善推進事業）と両面か

ら働きやすい職場環境づくりを推進することで、職場環境

の改善を図っている。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（介護分）】 

現任介護職員等養成支援事業（両立支援

分） 

【総事業費】 

3,742千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（委託先：株式会社ツクイスタッフ） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

結婚・出産を要因とした離職の解消 

アウトカム指標：両立支援制度活用職員数前年度比増 

事業の内容（当初計画） 施設・事業所が、育児休業取得後に職場復帰した介護職員

に育児短時間勤務制度等の子育て支援制度を利用させた場

合等に必要な代替職員を派遣する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

代替職員派遣人数 10名 

アウトプット指標（達成

値） 

代替職員派遣人数 13名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

R4.8 月公表予定の介護労働実態調査において本県離職率の

動向を確認する（R1年度：19.7％→R2年度:13.2%） 

（１）事業の有効性 

代替職員を派遣することで、育児中の回後職員の夜勤免

除や短時間勤務といった両立支援制度の活用を推進でき

た。 

（２）事業の効率性 

研修に係る代替職員派遣事業と同一の派遣会社に委託す

ることで、事業所が活用する際の申請事務の簡素化や派遣

職員のマッチングなどが効率的に実施できた。 

その他  

 

  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（介護分）】 

外国人介護人材受入環境整備事業 

【総事業費】 

2,139千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 高知県（補助先：技能実習生及び特定技能外国人受入施設） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

外国人介護人材の円滑な就労 

アウトカム指標：外国人介護人材の日本語習得 

事業の内容（当初計画） 外国人介護人材を受け入れた施設や民間団体が行う日本語

学習に要する経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

日本語学習支援：100名 

アウトプット指標（達成

値） 

日本語学習支援：６法人 16名（技能実習生） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

技能実習生の受入 15施設 38名（R3.6時点） 

特定技能外国人の受入５施設 15名（R3.6時点） 

（１）事業の有効性 

外国人介護人材を受け入れた施設が、外部講師を迎え日

本語学習を行い、外国人が円滑に就労出来る環境を作る。 

（２）事業の効率性 

外国人介護人材を受け入れた施設が、事業実施主体とな

ることで、受け入れた外国人の日本語のレベルに応じて学

習を進めることが出来る。 

その他  

 

  



 

 

 

事業の区分 ６．勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事

業 

事業名 【NO.33（医療分）】 

地域医療勤務環境改善体制整備事業 

【総事業費】 

100,415千円 

事業の対象となる区域 安芸医療圏、中央医療圏 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

2024 年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制の

適用開始までの間に、医師の労働時間短縮のため、チーム

医療の推進やＩＣＴ等による業務改革等の医療機関が実施

する自主的な取組を支援する必要がある。 

また労働時間の客観的な把握がなされていない医療機関に

ついては、医療機関の労働時間把握のための取組を支援し、

労働時間の短縮を進めて行く必要がある。 

アウトカム指標：  

〇客観的な労働時間管理方法を導入している医療機関の割

合の増加 72%（R1）→ 79%（R2） 

事業の内容（当初計画） 地域医療において特別な役割がある医療機関が、「勤務医の

負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」を作成し、その計

画に基づき実施する取組に対して、その経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」に基

づく勤務環境改善を行う施設数：３施設 

アウトプット指標（達成

値） 

・「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」に基

づく勤務環境改善を行う施設数：３施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：客観的な労働時間

管理方法を導入している医療機関の割合 

72%（R1)→92%（R3） 

※R3年 11月末日時点 

（１）事業の有効性 

 地域医療に重要な役割を果たし、かつ勤務環境が過酷な

医療機関が「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する

計画」を作成し、それを実行することで、2024 年度からの

医師の時間外上限規制に向けての医療機関の自主的な取組

を推進することができた。 

（２）事業の効率性 

 地域医療に重要な役割を果たす医療機関に限定した支援

を行うことで、事業の効率的な執行を行うことができた。 

その他  

 


